
【資料３】
平成29年度　鶴見区運営方針 【様式１】

【３－２－１　教育支援の充実】（予算額 4,010千円）
学校、地域、保護者の教育に対するニーズに沿った学校支援を行う。

主な戦略

【経営課題３　次世代育成に向けたまちづくり】
安心して子育てできる環境づくりを進め、次世代を担う子ども・
青少年が健やかに成長できるよう、学校、地域、家庭と連携し
て取り組む。

【３－２　教育支援】
学校や地域・保護者のニーズや意向を把握し、効果的な学校
支援を行える取組みを進める。

主な具体的取組（29年度予算額）

主な具体的取組（29年度予算額）

【１－１－１　魅力発信の取組み】（予算額　6,998千円）
地域やボランティア等と連携・協力して、賑わいの創出や地域の活性化を促進し、文化・芸術に身近に触れることができるイ
ベントを実施するなど、区の魅力向上に取り組む。

経営課題の概要 主な戦略

【経営課題２　地域コミュニティの活性化】
地域活動の担い手の確保や地域活動への参加促進などにつ
ながる地域活動の活性化に向け、支援する。

【２－１　地域全体で支え合うコミュニティづくり】
自律的な地域運営や地域活動の活性化に向けた支援を行
う。また、地域活動への関心が低い人たちや地域活動に関わ
りの薄かった人が地域活動へ参加しやすい環境づくりに向け
た支援を行う。

主な具体的取組（29年度予算額）

【２－１－１　地域活動の活性化と自律的な地域運営の支援】（予算額 26,625千円）
各地域に担当職員を複数名配置し、自律した地域運営に向けた支援を中間支援組織と連携して行う。また、地域活動に関す
るさまざまな情報を収集・把握するとともに、広く区民や地域活動団体にＰＲする。

経営課題の概要

【１－１　つる魅力（つるみりょく）の創造】
区民が世代を問わず鶴見区の歴史やまちに魅力を感じ、愛着
を深められる取組みを進める。

区の使命（どのような役割を担うのか）

区民の信頼に応え暮らしを支えること。
区民の自主的な地域運営を支援すること。
区民協働による取組みを推進すること。
区の魅力を向上させること。

平成29年度　区運営の基本的な考え方（区長の方針）

・世代を問わず鶴見区への愛着を深めるため、地域と連携した各種イベントの開催や区の歴史や誇り、まちの魅力発信
に取り組む。
・地域社会全体で支え合うコミュニティづくりをめざし、地域活動の活性化と自立的な運営に向けた支援を行う。
・子育て世代や年少人口の比率が高い当区の特性に対応するため、安心して子育てできる環境づくりや、次世代を担う
子ども・青少年が将来への夢を膨らませ、健やかに成長できるよう、家庭・学校園・地域と連携した取組みを進める。
・災害に強い安全安心のまちをめざして区民ひとりひとりが自助・共助の意識を高め、防犯・防災・交通安全の取組みを
進める。
・だれもが健康で安心して暮らせるように、高齢者・障がい者にやさしいまちづくりや、区民の生活習慣の改善・健康増進
に取り組んでいく。
・窓口サービスの向上に取り組み、区民にもっとも身近な行政として、区民から信頼される区役所づくりを進める。
・区民が求める情報を確実にわかりやすく提供できるよう広報紙・フェイスブック・HP等さまざまな媒体を活用し、情報発
信に取り組む。
・行政財産目的外使用料及び広告料について、前年度実績額以上の確保をめざす。

重点的に取り組む主な経営課題（様式２）

（区長：河村　浩一）

◆計画

区の目標（何をめざすのか）

区の魅力「つる魅力」の創造や多様な交流により、新たなつながりが生まれ、区民がお互いに支え合い、だれもが
「住んでよかった」と笑顔でいえるまちの実現

経営課題の概要 主な戦略

【経営課題１　魅力あふれるまちづくり】
地域、関係機関、団体と連携・協働し、地域の活性化や鶴見
区の魅力向上を図り、賑わいを創出する。
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「市政改革プラン2.0」に基づく取組等（様式３）

主な戦略

【経営課題６　区役所力の強化】
窓口サービスの向上をはじめ、もっとも身近な行政として区民
に信頼される区役所づくりを進める。

【６－１　窓口サービスの向上】
快適で利用しやすい区役所となるよう、窓口対応の向上に取
り組むとともに、待ち時間の短縮をめざし、業務プロセスの見
直し・改善をすすめ事務の効率化を図る。

主な具体的取組（29年度予算額）

【４－１－１　地域・関係機関と連携した防犯対策事業】（予算額　6,296千円）
地域実情にあった防犯カメラの設置とともに、防犯プレートや防犯バナーを設置することにより、さらなる犯罪抑止のための取
組みを進める。

【５－１－１　地域福祉力の向上】（予算額　30,746千円）
住民主体の地域福祉ネットワーク活動推進事業を進め、地域住民からの相談受付や、生活課題等の解決につなげる。
要援護者見守りネットワーク事業と連携を図り、要援護者の把握や日頃からの見守り活動の強化を図る。

経営課題の概要 主な戦略

【４－１　街頭犯罪・交通事故の少ないまちづくり】
街頭犯罪発生件数の減少に向け、区民、地域、関係機関、事
業所などが連携・協働し、区民のより一層の防犯意識の向上
につながるよう区を挙げての啓発活動を推進する。

主な具体的取組（29年度予算額）

経営課題の概要 主な戦略

【経営課題５　健康で安心して暮らせるまちづくり】
高齢者や障がい者を地域全体で支える仕組みづくりなど、関
係機関、団体等と連携しながら地域福祉力の向上を図る。ま
た、区民の健康づくりに向けた支援に取り組む。

【５－１　住み慣れた地域で安心して暮らせる地域福祉の推
進】
区の地域福祉を着実に進めるため、地域福祉活動に関する
広報や啓発を行い、人権を尊重し、みんなで支えあう社会づく
りの機運を高めると共に、平成27年3月に策定した「鶴見区地
域保健福祉ビジョン」に基づき、活動の充実が図られるよう支
援する。

主な具体的取組（29年度予算額）

【６－１－１　快適な窓口サービスの提供】（予算額　44,034千円）
窓口サービス課市民サービス向上検討委員会を中心に、窓口サービス課内の連携（住民情報・保険年金）だけでなく、保健
福祉課を含めたさらなる連携強化を進め、利用者の視点にたった窓口サービスの提供を図る。

経営課題の概要

主な取組項目 取組内容

行政財産目的外使用料及び広告料について、庁舎内における壁面などの有効ス
ペースを活用し広告主の募集を行い、平成28年度実績額以上の確保をめざす。

歳入の確保（諸収入確保の推進）

【経営課題４　安全なまちづくり】
区民が安心して暮らせるまちとなるよう、より一層の防犯意識
の向上や犯罪を起こしにくい環境づくりを進める。また、災害
に強いまちづくりをめざし、自助・共助の意識を高め、区全体
の防災対策を進める。
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１年間の取組成果と今後取り組みたいこと

解決すべき課題と今後の改善方向

◆自己評価

だれもが「住んでよかった」と笑顔でいえるまちの実現に向け、区民の信頼に応え暮らしを支え

るとともに、自主的な地域運営の支援、区民協働による取組みの推進、区の魅力向上に取り組ん

だ結果、具体的取組の業績目標は概ね達成できており、順調に進捗していると認識している。

魅力あふれるまちづくりでは、区の歴史やまちの魅力を広める取組みとして、いわゆるご当地検

定である「つる魅力検定」を初めて実施した。想定を超える応募者があり、会場を増設して対応し

たほか、こどもを対象とした検定も行い、幅広い世代に区への愛着を深める機会を創出すること

ができた。

次世代育成に向けたまちづくりでは、幼稚園・保育所等情報フェアを開催した。入園前に保護者

が幼稚園等の施設に直接、質問や相談をすることにより、施設選びの一助になる機会となり、保

護者の不安や負担の軽減化に寄与することができた。

今後は、高齢者や現役世代、そしてこれからの社会を担うこどもたちが、地域や身近な人々と安

心して暮らすことができるまちの実現をめざしていくこととする。その中でも特に、年少人口の割合

が市内で最も高いという特性を活かせるよう、こどもを意識した取組みを進めていきたい。

（地域コミュニティの活性化）

中間支援組織と連携し各地域の広報活動支援を行っているが地域活動への理解が進んでい

ると感じている区民の割合は半数にとどまっている。既存の広報媒体の活用に加え、地域活動

協議会の認知度向上のため29年度から取り組んでいる新たな手法TSURUMIC AWARDを継続し、

幅広い世代への効果的な情報発信を行っていく。

（健康で安心して暮らせるまちづくり）

各地域に配置されている地域福祉コーディネーター（つなげ隊）や有償ボランティア制度（あい

まち）の認知度が低いため、イラストを使って分かりやすく解説したポスター・チラシを作成し掲示

板への掲示や配布を行い、支援を必要とする人に伝わるよう周知を行っていく。
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【様式２】
重点的に取り組む主な経営課題

経営課題１ 【魅力あふれるまちづくり】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

区民が世代を問わず鶴見区に魅力を感じ、「住んでよかった。今後も住み続けたい。」と思えるまちになっ
ている。
また、区外からも「鶴見区に住みたい」と思われ、転入者が増えていくまちになっている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・ 子育て世帯を中心に人口が増加する中で、地域への愛着や、同世代、また世代を超えた交流やつなが
りが求められる。
・ 鶴見緑地等を活用したイベント等の開催により、生活環境や利便性だけでない鶴見区の魅力の発信が
求められる。
・ 鶴見区の生活環境やイメージのさらなる向上を図るため、活発な区民の社会貢献や地域主体の取組み
との連携が求められる。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・世代を超えて参加しやすいイベントや、ボランティア活動を通したつながりを持つことで、区に深い愛着を
もつことができる取組みを行う必要がある。
・イベント開催に際して、一過性で終わらせるのではなく、内容を精査・整理しながら継続的に取り組むこと
で区の認知度を高めていく必要がある。
・区民や地域との連携を通じ区の魅力をより高めるため、区のイメージでもある「花と緑のまち」づくりや環
境に関する取組みをさらに推進していく必要がある。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

魅力発信の取組みとして各種イベントをボランティアや企業等の協力を得ながら実施し、多くの来場者が訪
れ、世代を超えた交流の促進に寄与できた。特に、新たな取組みとして鶴見区の歴史やまちの魅力を感じ
ることで区への愛着を深めることを目的として小学生から大人までを対象に実施した「つる魅力検定」は、
想定人数を超える応募があり、区民の皆さんに自分たちのまちを見つめ直す機会を提供できた。これら事
業に取り組んだ結果、区の魅力が向上していると感じている区民の割合が昨年度を上回っており順調に進
捗している。
「環境」や「花と緑」をキーワードにした取組みの推進として「種花活動」や「環境フェスタ」等に取り組み、環
境に対する意識の高揚につなげていくことができた。
引き続き取り組み内容を検証するとともに、事業内容の改善や新たな取組みを展開し、魅力あふれるまち
づくりを進めていく。

・毎年多数の参加者や来場者がある盛大な「区民まつり」をはじめ、区内小学校での「ホタルの夕べ」

や「種から育てる地域の花づくり活動」など、区内各地域が連携した取組みや各地域での活動が活発

に行われている。

・鶴見区役所においては府内最大規模の鶴見緑地を有する優位性を活かし、区民ニーズの高い音楽
系イベントや子育て世帯対象イベントをはじめとした多様なイベントのほか、環境への関心を高める事
業を展開し、区のプレゼンスを向上させる取組を行っている。

区制がスタートした約40年前と人口を比較すると（昭和49年と平成27年の比較）、市内全域では

95.8％に減少しているが、鶴見区は123.1％と増加している。また、市内24区の中で年少人口の割合

が最も高い。
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【様式２】

円 円 円

めざす成果及び戦略　１－１ 【つる魅力（つるみりょく）の創造】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
区民が世代を問わず区への愛着を深めている。
区外にも広く鶴見区の魅力を感じる人が増えてい
る。

・魅力的で賑わいのある取組みを通じて、全ての世
代が参加しやすく、相互に交流を持つことができる取
組みを行う。
・区民が世代を問わず鶴見区の歴史やまちの魅力を
感じ、愛着を深められる取組みを行う。
・身近な生活の中で実践できるエコ活動の普及や環
境に対する意識を高める取組みを推進する。
・地域住民が楽しく積極的に参加できるような機会の
創出を進めていく。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
区の魅力創造につながる取組みを通じて区の魅力
が向上したと感じている区民の割合：平成29年度ま
でに80％以上

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 イ
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

イベント内容の調整に時間を要したため、広報・周知の期間が短くなってしまった。
個々の取組みは成果が出ているが、継続した展開が必要である。

アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

B
区の魅力創造につながる取組みを通じて
区の魅力が向上したと感じている区民の
割合：73％

71.7% B
今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

イベント実施までに十分な時間を設け、さまざまな広報媒体を活用し広報に努める。
広報を含め、区役所の施策事業を効果的に連携し持続的な取組みとしていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

具体的取組１－１－１ 【魅力発信の取組み】
27決算額 8,678千 28予算額 6,554千 29予算額 6,998千

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
地域やボランティア等と連携・協力して、賑わいの創
出や地域の活性化を促進し、文化・芸術に身近に触
れることができるイベントを実施するなど、区の魅力
向上に取り組む。
・魅力創造事業のイベント 随時

鶴見区の歴史やまちの魅力を広める取組みを行う。
・（仮）つる魅力検定の実施
・「発見！！つる魅力」冊子の転入世帯への配布

さまざまな広報媒体を活用して、区の魅力PRに取り
組む。
・区広報紙、HP、フェイスブック、広報板等による情
報発信　随時

「鶴見区は楽しく面白い、魅力のあるまちであると感
じる」と回答した区民の割合：70％以上

【撤退基準】上記目標が40％未満であれば、事業を
再構築する。

前年度までの実績
平成28年度実績：つるみワールドフェスタ開催1回、
鶴見緑地写真彩開催1回、TSURUMIウィンターフェス
ティバル開催1回、TSURUMIスプリングフェスティバ
ル開催1回、鶴見活性化楽園会議の運営及び企画
イベント開催1回、トワイライトコンサート開催11回、
スプリングコンサート開催1回、「発見！！つる魅力」
冊子増刷（転入世帯に配布）、鶴見緑地ポップカル
チャーコスプレＤａｙ～つるコス～実施8回

平成27年度実績：つるみブランドフェスティバル開催
1回、つるみワールドフェスタ開催1回、鶴見光の花
桟敷2015開催1回、「発見！！つる魅力」冊子製作・
発行実施1回、鶴見活性化楽園会議の運営11回及
び企画イベント開催1回、区役所庁舎等を活用した
音楽コンサート開催6回、「いも苗植え～いも掘りプロ
ジェクト」実施1回、鶴見緑地ポップカルチャーコスプ
レＤａｙ～つるコス～開催7回

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

(ⅰ)
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 －
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

円 円 円

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

具体的取組１－１－２ 【「環境」や「花と緑」をキーワードにした取組みの推進】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

区の魅力向上の取組み
・「つるみワールドフェスタ」の開催　1回
・「つるみミュージック＆アート展」の開催　1回
・「TSURUMIウィンターフェスティバル」の開催　1回
・「TSURUMIスプリングフェスティバル」の開催　1回
・「楽園会議Presents　おおぞら王国」の開催　1回
・「トワイライトコンサート」の開催　11回

鶴見区の歴史やまちの魅力を広める取組み
・「発見！！つる魅力」冊子の転入世帯への配付
・「つる魅力検定」の実施〔こども・一般〕　各1回

広報媒体を活用して、区の魅力PR
・区広報紙、HP、フェイスブック、広報板等による情報発信を随時
実施

―

業績目標の達成状況

「鶴見区は楽しく面白い、魅力のあるまちであると感じる」
と回答した区民の割合：74.7%

①
（i）

27決算額 1,553千 28予算額 3,035千 29 予算額　　2,000千

戦略に対する取組の有効性 －
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

関係局や地域団体、企業等と連携しながら、花と緑
のまちづくりや環境活動を推進する取組みを行う。
・環境フェスタの開催　1回
・環境学習講座の開催　3回
・種花活動（春蒔き・秋蒔き）の実施  各1回
・鶴見緑地でのホタル幼虫放流の実施  2回

「環境に対する意識が高まっている」と感じている区
民の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が40％未満であれば、事業を再構築する。

前年度までの実績
平成28年度実績
環境フェスタ開催1回、環境学習講座実施3回、種花
活動（春蒔き・秋蒔き）実施、種花活動の花づくり広
場増設、鶴見緑地でのホタル幼虫放流1回

平成27年度実績
環境フェスタ開催1回、環境学習講座実施3回、種花
活動（春蒔き・秋蒔き）実施、地域と連携した低炭素
化の推進（環境局実施事業）、鶴見緑地でのホタル
幼虫放流

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

(ⅰ)
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・環境フェスタの開催　1回
・環境学習講座の開催　3回
・種花活動（春蒔き・秋蒔き）の実施各1回
・鶴見緑地でのホタル幼虫放流の実施2回

―

業績目標の達成状況

「環境に対する意識が高まっている」と感じている区民の割合：
77％

①
（i）
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【様式２】
重点的に取り組む主な経営課題

経営課題2 【地域コミュニティの活性化】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

あいさつを通じてだれもが人のあたたかさを感じる活力のあるまちになっている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

・区民アンケート

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・「声かけ」「見守り」「助け合い」「支え合い」などのつながり意識の希薄化が進んでいる。
・地域活動協議会の認知度がまだまだ低い。
・地域におけるつながり意識の希薄化とともに、地域活動への参加や関心が十分な広がりを見せていない。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・地域活動の担い手の確保や地域活動への参加促進。
・地域活動等に参加するきっかけづくりなど、地域住民が参加しやすい環境づくりや団体間の連携・協力を
促進することが必要である。
・地域住民の地域や地域活動への関心を高めるため、積極的な情報発信が必要である。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

　地域活動協議会の広報力及び認知度向上を目的に、TSURUMIC  AWARDを実施した（29年度は各地活
協が発行する広報紙を庁内ロビーに張り出し、来庁者によるコンテスト形式）。来庁者への地域活動の紹介
も兼ね、各地活協広報担当者にとって広報紙の他地域比較が可能となることにより、自らの広報紙作成業
務を見直す契機にもなった。しかしながら、地域活動協議会の認知度は昨年に比べ上昇しているものの、
「地域活動への参加等により理解が進んだ」と感じる区民の割合は24.5％と全体の４分の１にも満たない状
況であるので、引き続き、TSURUMIC  AWARDをはじめとし、地域住民が地域活動に参加しやすい環境づく
りや担い手確保に繋がる取組みを行っていく。

地域活動への参加等により理解
が進んだと感じる区民の割合

地域活動協議会の認知度「声かけ」「見守り」「助け合い」
「支え合い」が行われていると
感じる区民の割合

7



【様式２】

円 円 円

めざす成果及び戦略　2－１ 【地域全体で支え合う地域コミュニティづくり】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
幅広い人たちが参加しやすい魅力ある地域活動が
行われ、人材、モノ、資金、地域情報等の地域資源
が活用され循環する地域コミュニティをめざす。

・自律的な地域運営や地域活動の活性化に向けた
支援を行う。
・地域活動への関心が低い人たちや地域活動に関
わりの薄かった人が地域活動へ参加しやすい環境づ
くりに向けた支援を行う。
・多様な分野における市民活動について、人材、モ
ノ、資金、地域情報等の地域資源が活用され循環す
る地域社会の活性化を図る。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
地域活動協議会の取組等地域活動への理解が進ん
だと回答した区民の割合：平成29年度までに70％以
上

ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

地域活動協議会の取組等地域活動への
理解が進んだと回答した区民の割合：
49.7％

68.5%

24,459千 29予算額 26,625千

Ｂ
今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―Ａ：順調　Ｂ：順調でない

Ｂ

業績目標（中間アウトカム）
○各地域に担当職員を複数名配置し、自律した地域
運営に向けた支援を中間支援組織と連携し行う。

○地域活動に関するさまざまな情報を収集・把握す
るとともに、広く区民や地域活動団体にＰＲする。

○人材、モノ、資金、地域情報等の地域資源が活用
され循環する地域社会の活性化を図り、地域の自主
財源確保に向けた支援を行う。

　・中間支援組織と連携し、地域団体に会計の透明
性の確保に向けた助言・指導を行い、交付した公金
の使途を区ＨＰで公表　12地域
　・中間支援組織等と連携し、各地域の広報活動に
助言・指導　12地域
　・新たな担い手の確保に向けた支援　随時
　・地域活動や地域の魅力などの情報発信　随時

「地域活動協議会の取組等地域活動への理解が進
んだ」と回答した区民の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が30％未満であれば、事業手法を再構築
する。

前年度までの実績
・中間支援組織と連携し、地域団体に会計の透明性
の確保に向けた助言・指導を行い、交付した公金の
使途を区ＨＰで公表　12地域

・中間支援組織等と連携し、各地域の広報活動に助
言・指導　12地域

・地域活動や地域の魅力などの情報発信　随時

・地域の法人格取得支援　随時

具体的取組2－１－１ 【地域活動の活性化と自律的な地域運営の支援】
27決算額 31,418千 28予算額

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

計
画

取組内容

戦略の進捗状況 b
ａ：順調
ｂ：順調でない

戦略のアウトカムに対する有効性

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

区広報紙やホームページ等の活用に加え、今年度より実施している「ＴＳ
ＵＲＵＭＩＣ ＡＷＡＲＤ」による地域と連携した取り組みを行い、幅広い世代
への効果的な情報発信を行う。
※「※TSURUMIC AWARD」とは、地域活動協議会の広報力及び認知度
向上を目的に実施

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

　・中間支援組織と連携し、地域団体に会計の透明性の確保に向けた助
言・指導を行い、交付した公金の使途を区ＨＰで公表　12地域
　・中間支援組織等と連携し、各地域の広報活動に助言・指導　12地域
　・新たな担い手の確保に向けた支援として、中間支援組織と連携し「ツ
ルラボ」：3回「鶴探～大人の社会見学」：4回実施
　・地域活動や地域の魅力などの情報発信　随時

地域活動の紹介や地域活動への参加促進等についての手法の検討が
必要である。

業績目標の達成状況

地域活動協議会の取組等地域活動への理解が進んだと
回答した区民の割合：49.7％

②
（ⅰ）
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【様式２】

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・安心して子どもを生み、育てられる環境づくりには、地域・関係機関との連携を推進する必要がある。
・児童虐待防止に向け、関係機関と連携を図り対応するとともに、啓発活動を推進する必要がある。
・保育ニーズの高まりに対しては、関係局と連携し、保育環境の充実に努める必要がある。
・特色ある学校運営並びに児童・生徒が安心して学校生活を送ることができるよう学校を通じた支援を行っ
ていく必要がある。
・次世代を担う子ども・青少年が、将来への夢をふくらませ、健やかに成長できるよう、家庭・学校・地域が
連携を図り、青少年健全育成に向けた継続的な取組みが必要である。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題３ 【次世代育成に向けたまちづくり】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・地域と学校園等が連携し、自らの夢と希望にあふれた子どもたちが育っている。
・地域活動でこども・青少年のにぎやかな声が聞こえている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

・年少人口（15歳未満）の割合が15.7％、1世帯当たり人員が2.39人と、市内24区の中で最も高い。 <Ｈ
27.10.1　国勢調査>
・平成27年度における児童虐待の相談件数は１40件となっている。
・平成28年4月1日現在　待機児童数7人（入所保留数90人）である。

・区内小・中学校に在籍する発達障がい等がある児童・生徒に適切な支援を行うため、発達障がいサポー
ターを学校に配置し、学校生活の支援を行っている。
・地域の青少年の非行防止活動として、青少年指導員・青少年福祉委員を中心に、毎月、校下ごとに夜間
パトロール活動等を実施し、青少年の夜間外出に対する帰宅の促しなどを行っている。

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・年少人口（15歳未満）の割合が市内24区中最も高く、出生率の割合も高い。子育て世代が多く居住してい
るが、家族形態の変化や地域におけるつながりの希薄化などに伴い、孤立している家庭や、子育てに対す
る不安感や負担感を持っている家庭も多く見られ、児童虐待対応を含む相談件数についても増加傾向にあ
る。また、保育ニーズも高い状況にある。
・発達障がいサポーターを区内小・中学校に配置しているが、学校からの申請に対して十分な時間数を配
置できていない。
・少年非行は減少傾向にあるが、取り巻く情勢は、引き続き厳しい状況にある。
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【様式２】

円 円 円

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
（i）

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
関係機関等と連携し、子育て層の交流の場の設定、児童
虐待の早期発見と防止のための啓発活動、待機児童の解
消などに向け、状況に応じた適切な支援、相談、情報提供
等、子育て支援に取り組む。

・「愛Ｌoveこどもフェスタ」の開催　1回
・「つるみっ子ルーム」の利用率　90％以上
・地域団体等と連携した、年間を通じた児童虐待防止啓発
活動の実施　20回
・児童虐待防止のための学習会・講演会等の開催　  3回
・関係局との保育ニーズ検討会議の実施　2回
・保育環境の充実に向けた保育施設への働きかけの実施
26保育所
・（仮称）子育て施設情報博の開催　　1回

子育てについて「楽しいと思うことの方が多い」と感じる保
護者の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が50％未満であれば事業手法等を再構築する。

前年度までの実績
愛Ｌｏｖｅこどもフェスタ」の開催　1回
「つるみっ子ルーム」の利用拡大
児童虐待防止啓発活動の実施　20回
児童虐待防止のための学習会、講演会の開催3回
保育環境の充実に向けた保育施設への働きかけの実施
26保育所
関係局との保育ニーズ検討会議　 2回

具体的取組３－１－１ 【子育て支援の充実】

27決算額 1,463千 28予算額 2,004千 29予算額 1,714千

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

子育て支援事業の利用者で満足している
と答えた人の割合：87.8％

90.9% Ａ

Ａ
子育て世帯で子育てに関する相談窓口の
認知度の割合：83.0％

86.80% Ａ

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
地域ぐるみで安心して子どもを生み、育てられる環境
の整備が進んでいると感じる区民の割合を増やす。

地域の関係機関や関係団体と連携し、区民が安心し
て子どもを生み、育てられる環境づくりを進めていく。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
・平成29年度までに子育て支援事業の利用者で満足
していると答えた人の割合：85％以上の維持
・平成29年度までに子育て世帯で子育てに関する相
談窓口の認知度の割合：80％以上

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・29年4月に小規模保育事業所2園、29年10月に保育園1園が開園したほか、30年4月に区内市営住宅の空
き室を利用した保育施設を含む小規模事業所3園が開園したものの、区内の保育ニーズは依然として高い
状態にあるので、引き続き保育所の受入れ枠の拡大に努めていく。
・幼稚園・保育所入園前に、保護者と施設側が一堂に会することによりマッチングしやすくなるよう、幼稚園・
保育所等情報フェアを開催し、保護者の不安や負担軽減に成果をあげた。
・特色ある学校運営及び学力の向上並びに児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、発達障
がいサポーターの配置拡充など、様々な学校支援を行ってきた。今後も学校や地域、保護者のニーズの把
握に努め、効果的な学校支援を行っていく。

めざす成果及び戦略　３－１ 【安心して子育てできる環境づくり】
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【様式２】

円 円 円

学校や保護者のニーズ、意向が教育行政
に反映されていると思う、学校協議会委員
の割合：85.9％

77.6% A

自
己
評
価

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
学校、地域、保護者の教育に対するニーズに沿った
学校支援を行う。

・教育行政連絡会（学校と区役所による連携調整、
協議の場）
   小・中学校　各学期１回
・学校協議会への参画
　市立幼稚園、小、中、高校(20校園)にて各学期1回
・校長会・教頭会への参画　　毎月1回
・学校カルテ（小・中学校）の作成及び課題解決に向
けた取組み　17校
・校長経営戦略支援予算を活用した小・中学校の支
援　17校
・発達障がいサポーターを活用した小・中学校支援
の拡充  17校　(2,076時間の配置⇒4,320時間の配
置)

・区役所からの支援により教育環境が向上したと思う
学校の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標が30％未満であれば、事業手法を再構築
する。

前年度までの実績
・区政会議の部会　　3回開催
・教育行政連絡会　 小・中学校　各学期１回
・学校協議会　　市立幼稚園、小、中、高校(20校園)
にて各学期1回
・校長経営戦略支援予算を活用した小・中学校の支
援  17校
・発達障がいサポーターを活用した小・中学校の支
援　14校

具体的取組3－2－１ 【教育支援の充実】
27決算額 1,803千 28予算額 2,016千 29予算額 4,010千

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

A

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
学校や地域、保護者の教育行政に関するニーズを
把握し、学校と連携した取組みができている。

・区役所が、学校や地域、保護者のニーズや意向を
把握して効果的な学校支援を行えるような取組みを
進める。
・次世代を担う子ども・青少年が、将来の夢をふくら
ませ、社会に目を向けるきっかけとなる取組みを図
る。アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞

学校や保護者のニーズや意向が教育行政に反映さ
れていると思う、学校協議会委員の割合：平成30年
度までに70%以上

めざす成果及び戦略　３－2 【教育支援】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・「愛Ｌｏｖｅこどもフェスタ」の開催　1回
・「つるみっ子ルーム」の利用率 　99.8％
・児童虐待防止啓発活動　21回
・児童虐待防止のための学習会・講演会等の開催　3回
・関係局との保育ニーズ検討会議　2回
・保育環境の充実に向けた保育施設への働きかけの実施　29保育所
・幼稚園・保育所等情報フェアの開催　１回

―

業績目標の達成状況

子育てについて「楽しいと思うことの方が多い」と感じる保
護者の割合：72.3％

①
（i）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

円 円 円

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・青少年「夢・未来」講座の開催　11校(延べ103回）
―

業績目標の達成状況

青少年「夢・未来」講座を通じて、興味、関心が高まったと
回答した参加者の割合： 93.0％

①
（i）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
（i）

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 -
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

区内企業・経営者・スポーツ選手の方々のもつ知識
や経験談を、区内小中高校生に伝えてもらうため
マッチングを行う。

・青少年「夢・未来」講座の開催　10校(延べ60回）

青少年「夢・未来」講座を通じて、興味、関心が高まっ
たと回答した参加者の割合： 80％以上

【撤退基準】
　上記目標が50％未満であれば、事業を再構築す
る。

前年度までの実績

青少年「夢・未来」講座の開催　9校（延べ99回）

27決算額 348千 28予算額 508千 29予算額 56千

具体的取組３－2－２ 【学校と社会を結ぶ】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・教育行政連絡会（学校と区役所による連携調整、協議の場）
   小・中学校　各学期１回
・学校協議会への参画
　市立幼稚園、小、中、高校(20校園)にて各学期1回
・校長会・教頭会への参画　　毎月1回
・学校カルテ（小・中学校）の作成及び課題解決に向けた取組み　17校
・校長経営戦略支援予算を活用した小・中学校の支援　17校
・発達障がいサポーターを活用した小・中学校支援の拡充  14校　4,320
時間の配置

―

業績目標の達成状況

区役所からの支援により教育環境が向上したと思う学校
の割合：100％

①
（i）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
（i）

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 -
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

円 円 円

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

青少年健全育成の取組を区民協働により
進められていると感じている区民の割合：
79.5％

76.0% A

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・高校軽音ライブクリーンプロジェクトの開催1回
・青少年カーニバルの開催1回
・青少年健全育成鶴見区民大会の開催1回 ―

業績目標の達成状況

各事業が青少年健全育成としての有効な取組になってい
ると回答した参加者の割合：87.5％

①
（i）

―

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
（i）

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 -
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
歌やダンス等の活動をしている区内高校生や青少年
グループに、日頃の活動成果を発表する機会を提供
するとともに、関係機関と連携した非行防止啓発活
動等を実施するなど、青少年健全育成の取組みを推
進する。

・高校軽音ライブクリーンプロジェクトの開催1回
・青少年カーニバルの開催1回
・青少年健全育成鶴見区民大会の開催1回

各事業が青少年健全育成としての有効な取組になっ
ていると回答した参加者の割合：65％以上

【撤退基準】
上記目標が30％未満であれば、事業を再構築する。

前年度までの実績
・高校軽音ライブクリーンプロジェクトの開催　1回
・鶴見区青少年カーニバルの開催　1回
・青少年健全育成鶴見区民大会の開催　1回

具体的取組3－3－１ 【地域と連携した青少年の健全育成の取組み】
27決算額 5,149千 28予算額 5,163千 29予算額 3,805千

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

A

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
家庭、学校、地域住民が一体となって、社会性を身
につけ、心身ともに健全に育つ青少年の割合を増や
す。

鶴見区青少年健全育成推進会議を中心として、各種
イベントに参加する青少年や保護者を通じて広く地
域・家庭との連携を進め、青少年の健全育成に向け
て取り組む。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
青少年健全育成の取組を区民協働により進められ
ていると感じている区民の割合：平成29年度までに
80％以上

めざす成果及び戦略　３－3 【子ども・青少年の健全育成】
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【様式２】

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・街頭犯罪の約6割を占める自転車盗を始め、ひったくりや車上狙い等の街頭犯罪防止に向けた取組みを
推進し、街頭犯罪発生件数のさらなる減少を図っていく必要がある。
・区民の防犯意識の向上を図り、犯罪を起こしにくい環境づくりが重要である。
・自転車マナーアップについての取組みを引続き推進する必要がある。
・区全体の防災力の強化を図るために、各地域で展開される自主防災活動・訓練の実施について積極的
に働きかけ、活動状況の濃淡の解消を図るとともに、災害時の中核を担う区災害対策本部と地域防災組
織等との連携・強化を強める必要がある。
・地域で支えあう自助・共助の視点を盛り込んだ防災活動が自発的に行われるための仕組みづくりが必要
である。
・区災害対策本部の機能強化と質的向上が必要である。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・防犯カメラの設置や自転車へのひったくり防止カバー、鍵の取り付けキャンペーンなど防犯対策事業を実
施してきたが、街頭犯罪件数については昨年より増加となってしまった。今後は個人個人の防犯意識向上
に繋げるための取組みを行っていく必要がある（平成29年12月末時点　昨年比　街頭犯罪件数＋8％、自
転車盗件数＋0.1％）。
・交通安全対策事業では、スケアード・ストレート方式の交通安全教室に多くの方が参加いただけるよう内
容を工夫した。またユーチューブなどの広報媒体も活用し、会場まで足を運んでもらえなかった方たちに
も、交通マナーの大切さについて周知を行ったことなどにより、交通安全に関する知識の向上につなげた。
・災害に強いまちづくりに向けて、地域ごとに支援内容を工夫し取り組むとともに、新たに高校生への防災
学習を行うことで、災害時ボランティア活動の意識付け、地域防災力向上につなげた。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題４ 【安全なまちづくり】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

区民一人ひとりが安全・安心に暮らし、いきいきと生活を楽しんでいる。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

・地域が主体となった青色防犯パトロール活動や防災訓練等が行われている。

数）　　平成27年度鶴見区4駅　109台
・各地域において自主防災の取組が行われているが、内容は様々であり、活動状況に地域間で濃淡が生
じてきている（自主防災組織による避難所開設運営訓練や防災講演会開催の取組の実施　12地域）。
　

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・鶴見区の街頭犯罪件数は平成28年12月末現在788件で、前年より約7.0％減少しているが、依然としてそ
の約6割を「自転車盗」が占めている　（街頭犯罪発生率は24区中19番目）。原因として考えられることは、
路上の放置自転車、施錠忘れや短時間の買い物時等に無施錠で置かれた自転車等である。
・放置自転車も含めた自転車利用者のマナーの悪化が言われており、交通状態別死傷者数を見ても約3
割が自転車が関わるものとなっている。
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27年 28年

492

462
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8%自動車

盗
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自転車

盗
59%

街頭犯罪発生内訳

（鶴見区：平成２８年１２月末）
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二輪車
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交通状態別死傷者割合

（鶴見区：平成28年12月末）
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【様式２】

円 円 円

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・防犯カメラの設置　30台　・防犯プレートの設置　50枚
・防犯に関するバナーの設置　7枚
・防犯推進委員を中心に、各地域団体・関係機関が連携した区
内一斉防犯活動　12回
・区役所・警察署・各地域防犯組織による合同連絡会の実施　1
回
・26（ツーロック）の日、鍵の取付けキャンペーンの実施　12回

青色防犯パトロールや、ひったくり防止カバーの取付など、区が
実施している防犯事業については約9割の方に知ってもらってい
るが、個人の防犯に対する意識や行動につなげていく必要があ
る。

業績目標の達成状況

区で実施している防犯事業を知っていると回答した区民
の割合：87％
街頭犯罪件数　前年比＋8％(自転車盗　前年比＋0.1％)

②
（１）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

ホームページ、ツィッター、チラシの作成など、広く区民の防犯意
識の向上を図る広報活動を行うとともに、警察とも連携し、啓発
キャンペーンの回数を増やしたり、駐車場に防犯啓発ポスター
の設置を進める。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（１）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
・防犯カメラの設置　30台
・防犯プレートの設置　50枚
・防犯に関するバナーの設置　7枚
・防犯推進委員を中心に、各地域団体・関係機関が
連携した区内一斉防犯活動　12回
・区役所・警察署・各地域防犯組織（青色防犯パト
ロール隊、子ども見守り隊、防犯推進委員等）による
合同連絡会の実施　1回
・自転車の2重ロックを推進するため、毎月26日を
「26（ツーロック）の日」として啓発に取り組むととも
に、鍵の取付けキャンペーンを実施　12回

区で実施している防犯事業を知っていると回答した
区民の割合：75％以上
街頭犯罪件数　前年比△5％(自転車盗　前年比△
10％)

【撤退基準】
区実施の防犯事業の認知度が30％以下であれば事
業手法を再構築する。

前年度までの実績
・防犯カメラの設置　30台
・防犯一斉行動年間　12回
・鍵の取付けキャンペーンの実施　12回
・青パト車を活用した巡視
・毎月26日の「26（ツーロック）の日」キャンペーン　12
回

具体的取組４－１－１ 【地域・関係機関と連携した防犯対策事業】
2７決算額 7,144千 2８予算額 11,000千 2９予算額 6,296千

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 b
ａ：順調
ｂ：順調でない

安全で住みやすいまちと感じている区民
の割合：82.5％

81.60% A A

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
安全で住みやすいまちと感じている区民を増やす。 ・鶴見区の街頭犯罪発生件数の減少に向け、区民、

地域、関係機関、事業所などが連携・協働し、区民
のより一層の防犯意識の向上につながるよう区を挙
げての啓発活動を推進する。
・依然として街頭犯罪の約6割を占める自転車盗に
ついて、今後も重点的に取り組む。
・放置自転車も含めた自転車利用者のマナー向上を
はじめ、広く交通ルールが守られるよう、学校等の区
内関係機関等と連携し、引き続き交通安全の普及・
啓発活動に取り組む。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
安全で住みやすいまちと感じている区民の割合：平
成31年度までに85％以上

めざす成果及び戦略　４－１ 【街頭犯罪・交通事故の少ないまちづくり】

15



【様式２】

円 円 円

今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

区・地域が行う防災訓練等事業について、広報紙による開催日
の予告や、ホームページによる実施結果報告など、多くの媒体
を活用し広く周知を図る。また、他の事業と組み合わせるなど、
参加者を増やす工夫を行っていく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

地震・風水害等の災害に対し、区全体の
防災対策が進んでいると感じている区民
の割合：43.4％

35.70% B B
自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 イ
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

より多くの方に、区や地域が行う取組みについて知ってもらい、
参加・体験に繋げていくことが必要。アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
地震・風水害等の災害に対し、区全体の防災対策が
進んでいると感じている区民の割合を増やす。

・区民、地域、区役所、関係機関、学校等が連携した
訓練などを通じて区全体の防災対策を進めていく。
・地域の自主防災力を強化するための啓発や支援を
行う。
・地域コミュニティの活性化を図り、自主防災組織に
よる自助・共助の視点を盛り込んだ防災活動が活発
に行われるための仕組みづくりや支援を行う。
・区災害対策本部の充実に向けた研修及び装備品
の充実を図る。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
地震・風水害等の災害に対し、区全体の防災対策が
進んでいると感じている区民の割合：平成29年度ま
でに70％以上

めざす成果及び戦略　４－２ 【災害に強いまちづくり】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・子育て層への交通安全教室の実施　12回
・高齢者への交通安全研修会の実施　1回
・園児への交通安全教室の実施　３回
・警察署、学生と協働した自転車マナーアップキャンペーンの実
施　4回
・スケアードストレート学習の実施1回(1回は雨天により中止)
・転入者への駐輪場マップの配布
・放置自転車啓発活動  36回

―

業績目標の達成状況

交通安全に関する知識が高まったと感じる区民の割合：
85.7％

①
（１）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（１）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
交通事故防止や自転車マナーの向上をめざし、さま
ざまな年齢層に対して啓発活動等を行う。
・子育て層への交通安全教室の実施　12回
・高齢者への交通安全研修会の実施　1回
・園児への交通安全教室の実施　3回
・警察署、区内の学生と協働した自転車マナーアップ
キャンペーンの実施　4回
・スケアードストレート学習（スタントマンを活用した交
通安全教室）の実施　２回
・転入者へ区内駐輪場マップ（民営含む）の配布

交通安全に関する知識が高まったと感じる区民の割
合：60％以上

【撤退基準】
上記目標が30％以下であれば事業手法を再構築す
る。

前年度までの実績
子育て層への交通安全教室の実施　12回
高年者交通安全研修会の実施　1回
園児を対象とした交通安全教室の実施　2回
スケアードストレート学習の実施　2回
放置自転車啓発活動　36回

2７決算額 1,551千 2８予算額 1,801千 29予算額 1,980千

具体的取組４－１－２ 【地域・関係機関と連携した交通安全対策事業】
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【様式２】

円 円 円

〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・避難所開設運営訓練等　12地域
・鶴見区安全・安心フェスタの実施　　１回
・つるみんピックの実施　　１回
・防災講演会の開催（安全・安心フェスタと併催）　　1回
・小・中学生、高校生を対象とした防災学習会の開催　9校
・出前講座　11回

―

業績目標の達成状況

防災等に対する理解が高まったと感じる区民の割合：
96.8％

①
（１）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（１）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）

地域の自主防災力強化のため、住民・各種団体、学
校と連携した訓練等を行う。
・避難所開設運営訓練　12地域
・安全・安心フェスタ、つるみんピックの実施　　１回
･自助・共助の意識向上をめざした防災講演会の開
催　１回
・小・中学生を対象とした防災学習会の開催

防災等に対する理解が高まったと感じる区民の割
合：80％以上

【撤退基準】
上記目標が30％未満であれば事業手法を再構築す
る。

前年度までの実績
小学校区単位の災害図上訓練1地域,、避難所開設
運営訓練等12地域、地域防災計画１地域、防災マッ
プ１地域、出前講座10回、 鶴見区震災訓練１回

具体的取組４－２－１ 【区民の安全・安心を担う総合的な防災力の強化】

2７決算額 2,200千 2８予算額 2,497千 2９予算額 5,080千
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【様式２】

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・高齢者や障がい者が安心して暮らしていくには、地域ネットワークが効果的に機能し、高齢者や障がい者
の相談支援体制が整備され、地域や地域包括支援センター、障がい者相談支援センター、その他関係機関
との連携が緊密に図られなければならない。
・地域で安心して暮らせるよう、高齢者や障がい者に対する正しい理解の普及が求められている。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・住民主体のネットワーク強化事業を推進するため、コミュニティソーシャルワーカー（CSW）や各地域の地域
福祉コーディネーター（つなげ隊）を配置し、地域福祉ネットワークづくりや相談支援体制の強化を着実に進
めている。さらに認知度を上げるための活動紹介や広報活動を進めていく。
・地域包括支援センター、障がい者相談支援センターなど関係機関と連携し高齢者や障がい者への正しい
理解を深める研修会、講演会等を開催した。参加者アンケートの結果では区民の理解度や関心度は深まっ
ている。引き続き関係機関との連携を強化し地域包括ケアの取り組みを進めていく。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題５ 【健康で安心して暮らせるまちづくり】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・だれもが住み慣れた地域でいきいきと暮らしている。
・だれもがお互いを支え合い思いやる心豊かなまちになっている。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

◆推計人口等

※推計・高齢者人口は10月1日推計人口より。
　認知症高齢者数は「何らかの介護・支援を必要とする認知症がある高齢者とされる認知症高齢者の日常生活
自立度」がⅡ以上としており、24年・25年は11月30日現在、27年・28年は4月1日現在。

◆障がい者手帳交付者数（3月31日現在）

・平成27年4月の介護保険法の改正・総合事業の実施により、市町村の実情に応じた地域課題への取組みが求
められている。
・「だれもが安心して暮らせるまちづくりの推進」の実現に向けて、平成27年3月に「鶴見区地域保健福祉ビジョン」
を策定し、事業推進を図っている。

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・鶴見区では団塊の世代が６５歳を迎え、高齢者が増加してきており、老老介護、孤立死、認知症による徘
徊など、地域の福祉課題が多様化、複雑化、深刻化している。
・高齢者虐待の通報・相談件数は４９件、内虐待と認定したケースは２４件（平成２７年度）となっている。ま
た、老老介護や生活困窮等の対応が難しいケースも増加の傾向にある。
・障がい者手帳の交付数も年々増加しているが、障がい者への支援は生活全般にわたるものであり、障が
いに応じたニーズも多種多様である。
以上のことから、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で暮らし続けるための地域福祉活動や見守り支援
等の取組みが必要であると考える。
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【様式２】

円 円 円

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
(i)

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ― 
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
○住民主体の地域福祉ネットワーク活動推進事業の
推進
・コミュニティソーシャルワーカーの設置
・各地域に地域福祉コーディネーター(つなげ隊)を配
置
・各地域の福祉活動に対する助成
・コミュニティソーシャルワーカーや地域福祉コーディ
ネーター（つなげ隊）の活動紹介の広報　随時
・有償ボランティア制度の定着
　広報紙での事業周知　１回
　ＨＰでの情報発信　随時

○要援護者見守りネットワーク強化事業との協働
要援護者見守りネットワーク強化事業(福祉局重点枠
事業)と連携を図り、当該事業が作成する要援護者
名簿を活用して、要援護者の把握や日頃からの見守
り活動の強化を図る。
・要援護者名簿にかかる同意確認および名簿の整備
・広報紙やHPなどを活用した事業周知

・地域のつなげ隊を知っていると答えた区民の割合：
50％以上
・有償ボランティア制度（あいまち）を知っていると答
えた区民の割合：50％以上

【撤退基準】
上記目標達成が30％未満であれば事業手法を再構
築する。

前年度までの実績
・コミュニティソーシャルワーカーの設置　3名
・各地域に地域福祉コーディネーター(つなげ隊)を配
置　12地域各1名
・各地域の福祉活動に対する助成金の設置
・有償ボランティア制度の定着
　　広報紙での事業周知　1回
　　ＨＰでの情報発信　随時
・広報紙でのつなげ隊紹介　1回
・要援護者名簿にかかる同意確認および地域への情
報提供　12地域

具体的取組５－１－1 【地域福祉力の向上】
27決算額 17,500千 28予算額 29,997千 29予算額 30,746千

高齢者や障がい者にやさしいまちになって
いると感じている区民の割合： 45.8%

46.8% B B
今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 ｂ
ａ：順調
ｂ：順調でない

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―
アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
高齢者や障がい者が周囲に支えられ、また、安心し
て暮らせるようになったと感じる区民の割合を増や
す。

区の地域福祉を着実に進めるため、地域福祉活動に
関する広報や啓発を行い、人権を尊重し、みんなで
支え合う社会づくりの機運を高めると共に、平成27年
3月に策定した「鶴見区地域保健福祉ビジョン」に基
づき、活動の充実が図られるよう支援する。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
高齢者や障がい者にやさしいまちになっていると感じ
ている区民の割合：平成２９年度末までに70％以上

めざす成果及び戦略　５－１ 【住み慣れた地域で安心して暮らせる地域福祉の推進】
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【様式２】

円 円 円

〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・区医師会主催の講演会「区民で支えよう認知症」に共催　1回
・社会福祉講演会「愛だけでは介護できない」を開催　1回
・認知症に関する多職種協働グループワークを開催　1回
・障がい者支援に関する研修会「実践事例から学ぶネットワークの力」
1回
・「就労支援フェスタ」　1回
・事例検討会開催　12回
・福祉資源マップの作成

―

業績目標の達成状況

講演会等を通じて高齢者や障がい者等への理解を深めた
と回答した参加者の割合：93％

①
（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―
①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
(i)

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ― 
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
・高齢者への理解を深めるための講演会等の開催
1回
・障がい者支援関連の研修会・講習会等の開催 　1
回
・高齢者福祉に関して、地域包括支援センター職員
や福祉専門職員のスキルアップを図るための勉強
会・事例検討会の開催　12回
・福祉資源マップの作成・配付

高齢者や障がい者に対する理解を深めたと回答した
講演会等参加者の割合：70％以上

【撤退基準】
上記目標達成が30％未満であれば事業手法を再構
築する。

前年度までの実績
「つながろうふれあいフェスタ」の開催
医師会主催「区民で支えよう認知症」に共催
認知症に関する多職種共同グループワークを開催
障がい者支援にかかる講演とワークショップの開催

27決算額 489千 28予算額 534千 29予算額 596千

具体的取組５－１－２ 【高齢者・障がい者への理解の啓発等】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

〇住民主体の地域福祉ネットワーク活動推進事業の推進
 ・コミュニティソーシャルワーカーの配置　3名
 ・各地域に地域福祉コーディネーター(つなげ隊)を配置　12名
 ・各地域の福祉活動に対する助成
 ・SNSでの地域福祉活動の紹介　1回
 ・コミュニティソーシャルワーカーや地域福祉コーディネーター（つなげ隊）
の活動紹介の広報　2回
 ・有償ボランティア制度の定着
　　・広報紙での事業周知　3回
  　・SNSでの情報発信　3回
　  ・講演会　1回
    ・はじめてのあいまち講座　3回連続講座
○要援護者見守りネットワーク強化事業との協働
・今年度新たに要援護者対象者（高齢者・障がい者）1,166名を対象に同
意確認文書を送付し、返送により「同意」「不同意」の確認を行った。「同
意」を得た589件については名簿の整備を行った。
・各地活協及び民生委員協議会に対し、同意を得た方のリストを更新し
1,994件の情報提供を行った。
・孤独死リスクの高い要援護者見守り：相談延べ1,190件（うち訪問407件）
・認知症高齢者等徘徊時メール配信：事前登録者32名、協力機関66件
・広報紙やHPなどを活用した事業周知：随時

・つなげ隊や有償ボランティア制度（あいまち）の認知度は、前年
度を上回るも目標値には届いていないため、認知度向上の既存
の取組みに加え、新たな方法の検討を行う必要がある。

業績目標の達成状況

・地域のつなげ隊を知っていると答えた区民の割合：
31.2％
・有償ボランティア制度（あいまち）を知っていると答えた区
民の割合：34.1％

②
（i）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・引き続き広報紙への掲載やホームページ・SNS等の活用に加え、イラス
トを使って分かりやすく解説したポスターやチラシを作成し、掲示板への
掲示や配布を行い支援を必要とする人に伝わるように積極的に周知を行
う。①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった

②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)
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【様式２】

・健康寿命の延伸には、生活習慣病の改善及び早期発見・早期治療が重要な要素であり、その原因となる
肥満者やメタボ該当者を減少させるため、「食生活」の改善や「運動」の動機づけを推進していく必要があ
る。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

鶴見区の特定健診や各種がん検診の受診率は大阪市トップクラスを維持しており健康への意識は高いも
のと考えられるが、生活習慣病の要因となる肥満者やメタボ該当者の割合が大阪市平均を上回っているこ
とから、「運動」や「食事」などの啓発により、生活習慣の改善を図るための事業に取り組んだところであるが
結果、直近データ（H28）では、特定健診受診者の肥満者割合　（24.1％→24.6％）とメタボ該当者割合
（15.6％→17.0％）は、若干ではあるが増加となり、目標である大阪市平均を上回っている。そのためあらゆ
る広報媒体を活用し、手軽に取り組める運動としてウォーキング教室の案内を強化するとともに、引き続き
区民が自ら健康増進を習慣づけて取り組めるような啓発や事業に取り組んでいく。

重点的に取り組む主な経営課題

経営課題5 【健康で安心して暮らせるまちづくり】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

だれもがいきいきと生活を楽しんでいる。

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・健康寿命は、男女とも大阪市の平均より高い。
・特定健診受診者（40歳～74歳）の受診率は大阪市平均より高く、健康への意識は高いと考えられるが、生
活習慣病の要因となる肥満者やメタボ該当者の割合が、大阪市平均より高い。
・区民の健康づくりの関心は、「栄養・食生活」が最も高く、次いで「運動」となっている。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞
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【様式２】

円 円 円

○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・食育フェスタ＆健康展の同時開催　１回
・ウォーキング教室の開催　１回（講義・実践に分けて２日開催）
・健康に関する講演会「睡眠と健康」　１回
・健康づくりに役立つ情報発信　随時

―

業績目標の達成状況

健康づくり事業に対する満足度　88.2％
①
（i)

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①
（i)

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
○地域のさまざまな取組みと連携し、区民の健康保
持・増進を促すとともに、関係団体と協働し、運動習
慣づくりや食生活の改善など、区民の自主的な健康
づくりを進めるため、幅広い年齢層が参加できるイベ
ントを開催する。
・食育フェスタの開催　1回
・健康展・健康に関する講演会の開催　1回
・ウォーキング教室の開催　1回

○健康づくりに役立つ情報発信に取り組む。
・「栄養・食生活」「運動」に関する知識、情報につい
て、がん検診・乳幼児健診など保健福祉事業での啓
発の実施及び広報紙、HP、フェイスブック、啓発チラ
シの配布（随時）

健康づくり事業に対する参加者の満足度：80％以上

【撤退基準】
業績目標が50％未満であれば事業手法を再構築す
る。

前年度までの実績
・健康まつり＆食育フェスタの開催
・ウォーキング教室の開催

具体的取組5－2－１ 【健康増進意識の向上】
27決算額 272千 28予算額 319千 29予算額 326千

直近データ（Ｈ28）で大阪市平均と比較する
と肥満者割合は＋0.5％、メタボ該当者割
合は＋0.4％

― B B 今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 b
ａ：順調
ｂ：順調でない

自
己
評
価

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
区民がすこやかで心豊かに生活できる活力あるまち
を実現するために、「健康寿命」の延伸をめざす。

生活習慣病の原因である、肥満者やメタボ該当者を
減少させるために、健康づくりの2本柱である「栄養・
食生活」「運動」に関する知識、情報を提供する。ま
た、健康づくりが実践できる場を作る施策を地域団体
や関係団体と協力して推進する。アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞

平成33年度までに、肥満者やメタボ該当者の割合が
大阪市の平均を下回る。

めざす成果及び戦略　5－2 【健康づくりへの支援】
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【様式２】
重点的に取り組む主な経営課題

経営課題６ 【区役所力の強化】

計
　
画

めざすべき将来像（最終的なめざす状態）＜概ね10～20年間を念頭に設定＞

・区民の方にとって「優しい」、「相談しやすい」、「信用・信頼できる」区役所・職員
・職員が仕事にやりがいを持ち、互いに認め合い、相談できる職場環境

現状（課題設定の根拠となる現状・データ）

要因分析（現状・データから導かれる分析結果）＜めざすべき将来像と現状に差が生じる要因＞

・広報紙やＨＰ、フェイスブック、広報板などの媒体により区民に情報発信を行っており、区役所が実施して
いる広報で必要とする情報が入手できていると感じる区民の割合は73.9％に達している。
・区民の意見や要望を反映するよう努めていると思う区民は32.1％であり、大阪市平均(30.2％）よりも高い
が、区民のニーズに沿った施策、事業が実施できているとはいいきれない。
・市政の総合窓口として適切に対応したと思う区民の割合が64.5％となっており、求められている要望が区
役所業務にとどまらず、多岐に渡っているため、各事案に応じて、関係局等への更なる連携・調整が必要で
ある。
・窓口アンケート結果では、窓口サービスについては92％が肯定的な回答であった。

課題＜上記要因を解消するために必要なこと＞

・来庁された方々に快適にご利用いただくためには、関係部署間での業務の連携及びそれぞれの窓口に
おける事務効率向上による待ち時間の短縮や、区役所全体の接遇力の向上がより一層必要である。
・常に市民目線での窓口利用を想定し、業務改善を図る必要がある。
・区民のニーズを幅広く把握し、区政への反映を図る必要がある。
・区民の要望を関係局等に迅速・確実に繋げるために、FAQの内容の充実と職員間での情報共有が必要
である。
・広報媒体の有効活用と内容の充実を図り、引き続き情報を積極的に発信していく必要がある。

自
己
評
価

戦略の進捗状況を踏まえた経営課題全体としての評価結果の総括

・業務改善プロジェクトチーム、窓口サービス向上検討委員会を中心に窓口サービスの向上に向けて取り
組んだ結果、窓口アンケートでは、窓口サービスに肯定的な回答が91.6％であった。引き続き、サービスの
維持向上に努めていく。
・区役所に相談や要望を行った区民のうち、区役所が市政の総合窓口として適切に対応したと回答した区
民の割合が 87.0％に達している。今後とも区民の意見や要望に迅速・確実に対応するため、引き続き、職
員間の情報共有や鶴見区担当事業所（署）との連携を図っていく。
・広報紙を全戸配布しているほか、さまざまな広報媒体により情報発信している。また、魅力的な紙面づくり
や広報紙の設置場所拡大などに努めたことにより、効果的な情報発信につながった。

できている
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ほぼできている
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あまりできていない

17.2%

全くできていない
6.9%

無回答 2.0%
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【様式２】

円 円 円

めざす成果及び戦略　６－１ 【窓口サービスの向上】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
区役所来庁者等に対する窓口サービスを向上させ、
自治体トップレベルのサービスを実現している状態

来庁者のみなさんが快適で利用しやすい区役所とな
るよう、窓口対応の向上に取り組むとともに、待ち時
間の短縮をめざし、業務プロセスの見直し・改善をす
すめ、事務の効率化を図る。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
区役所を過去１年間に訪れた区民のうち、来庁者へ
の案内サービスや窓口での応対が良いと感じた区民
の割合
平成29年度までに 80％以上

戦略のアウトカムに対する有効性 ア
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

―アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

423千 29予算額 44,034千

A 今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

―Ａ：順調　Ｂ：順調でない

57.60% A
区役所を過去1年間に訪れた区民のうち、
来庁者への案内サービスや窓口での対応
が良いと感じた区民の割合：73.4％

業績目標（中間アウトカム）
・外部講師による接遇研修や窓口対応についての実
地指導
・窓口アンケートの公表
・窓口サービス課市民サービス向上検討委員会を中
心に、窓口サービス課内の連携（住民情報・保険年
金）だけでなく、保健福祉課を含めたさらなる連携強
化
・混雑予想日をＨＰ等に掲載することによる、窓口の
混雑緩和

窓口アンケートにおいて、窓口サービスについて肯
定的な回答をした区民の割合：80％以上

【撤退条件】
上記目標が50％未満であれば、事業手法を再構築
する。

前年度までの実績
接遇CS研修10回（内１回は実地指導）、よりわかりや
すい案内表示等の整備、保健福祉課の授乳スペー
スの整備、混雑予想のＨＰ掲載（窓口サービス課（住
民情報））、窓口サービス課（住民情報）における業
務フローの見直し、窓口サービス課（保険年金）への
テレビ設置・受付のローカウンター化

具体的取組６－１－１ 【快適な窓口サービスの提供】
27決算額 418千 28予算額

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ―
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

計
画

取組内容

戦略の進捗状況 a
ａ：順調
ｂ：順調でない

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

業績目標の達成状況

窓口アンケートにおいて、窓口サービスについて肯定的な
回答をした区民の割合：91.6％

①
（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・外部講師による接遇研修・窓口対応についての実地指導
・窓口アンケートの公表
・市民サービス向上検討委員会を中心とした窓口サービス課、保健福祉
課の連携
・混雑予想日をＨＰに掲載

24



【様式２】

円 円 円

―

めざす成果及び戦略　６－２ 【住民主体の区政運営】

計
画

めざす状態＜概ね３～５年間を念頭に設定＞ 戦略＜中期的な取組の方向性＞
区民にもっとも身近な行政として地域の課題解決に
向け、区政運営を実施している。
また、総合行政の窓口として、区民から信頼されてい
る。

多様な区民の意見やニーズを的確に把握し、区の特
性や地域の実情に応じた区政運営を展開する。ま
た、それらの取組みを広報紙、HPをはじめとするさま
ざまな広報媒体を有効に活用し、きめ細かい情報発
信に努める。

アウトカム＜めざす状態を数値化した指標＞
区のさまざまな取組みについて、企画・計画段階並
びに終了時において区民からの意見を聞き、区政運
営の改善につなげていると思う区民の割合：平成29
年度までに60％以上

戦略のアウトカムに対する有効性 イ
ア：有効であり、継続して推進
イ：有効でないため、戦略を見直す

課題　　※有効性が「イ」の場合は必須

区政会議等での意見についての対応や反映や区民アンケート、転入者リ
サーチアンケートを実施し区民の意見やニーズ把握に努めているが、区
民に対する情報発信が不足している。

アウトカムの達成状況 前年度 個別 全体

B 今後の対応方向　　※有効性が「イ」の場合は必須

区民の意見やニーズの反映状況などについて、広報紙や区ホームページ
などさまざまな広報媒体を活用し広く情報発信していく。

Ａ：順調　Ｂ：順調でない

戦略の進捗状況 b
ａ：順調
ｂ：順調でない

【区民のニーズに適切に対応する区政運営】
27決算額 1,909千 28予算額 3,899千 29予算額 3,520千

自
己
評
価

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
区政におけるさまざまな事務事業について、ご意見
や評価をいただき区政へ反映する。
・区政会議（全体会、部会）の開催

幅広く区民の意見やニーズを把握するとともに、区の
施策や事業について、区民の客観的な評価を得るな
ど、企画・計画にかかる基礎データを収集する。
・区民アンケートの実施（年4回）

区政会議等での意見について、対応、反映を行った
件数：15件

【撤退基準】
上記件数が10件以下の場合、事業手法を再構築す
る。

前年度までの実績
区政会議開催（全体会・4回、各部会・各3回）
区民アンケートの実施（4回）

B

具体的取組６－２－１

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）

・区政会議（全体会、部会）を開催し、さまざまな事務事業につい
て、ご意見や評価をいただき区政へ反映
・区民アンケートの実施（4回）
・転入者リサーチアンケートの実施

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

業績目標の達成状況

区政会議等での意見について、対応、反映を行った件数：
46件

①
（ⅰ）

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

区役所が、施策・事業・イベントなどさまざ
まな取り組みについて、企画・計画段階か
ら、区民の方の参画や協働を得るように努
めていると思う区民の割合：43.1％

―
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【様式２】

円 円 円

円 円 円

具体的取組６－２－２ 【区民に身近な区役所づくり】
27決算額 ‐ 28予算額 ‐ 29予算算定額 ‐

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
区役所が、来庁・電話・郵便・インターネット等により
区民から寄せられる日常生活に関する様々な相談・
要望等を総合的に受け付け、個々の事案に応じて、
関係局に連絡、調整を行う等、適切かつ迅速な対応
を行う。

各種専門相談の実施
区役所版ＦＡＱの更新（随時）

過去1年間に区役所に相談や要望を行った区民のう
ち、区役所が市政の総合窓口として適切に対応した
と思う区民の割合：80％以上
【撤退基準】
上記割合が50％以下の場合事業手法を再構築する

前年度までの実績
各種専門相談の充実（司法書士相談・不動産相談を新
設）
区役所版ＦＡＱの更新、庁内ポータルへの掲載により職員
への情報提供

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

（ⅰ）
課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 ○
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

具体的取組６－２－３ 【さまざまな広報媒体を活用した情報発信】

自
己
評
価

取組実績 課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・各種専門相談の実施、区役所版ＦＡＱの更新（2回）
・鶴見区担当事業所（署）との連携 ―
業績目標の達成状況

過去1年間に区役所に相談や要望を行った区民のうち、区
役所が市政の総合窓口として適切に対応したと思う区民の
割合 87.0％

①
（ⅰ）

27決算額 16,112千 28予算額 19,313千 29予算額 18,450千

計
画

取組内容 業績目標（中間アウトカム）
区民が求める情報を確実に分かりやすく提供で
きるよう、広報紙・フェイスブック・ＨＰ・広報板等
さまざまな媒体を活用し情報発信する。
・広報紙の作成及び全戸配布　毎月
・ＨＰ、フェイスブックによる情報発信　　随時
・小学校を通じたイベント、区政情報等の発信
11回
・職員向けHP操作研修　1回

広報紙やHPなど区役所からの情報発信により区政への
理解や関心が高まったと感じる区民の割合　75％以上
【撤退基準】
上記目標が50％未満であれば、事業を再構築する。

前年度までの実績
・広報紙・HPやフェイスブックの更新、広報板や情報コー
ナー、青色防犯パトロール車等を活用した情報提供　随時
・地域課題解決型広報紙配布業務の実施　毎月
・小学校を通じたイベント、区政情報の発信　11回
・職員向け広報通信配信　毎月
・地下鉄駅壁面への区PRシート掲示
・HPリニューアル　H29年1月

改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

「広報紙を読んでいない」と回答した区民（21.1％）に対し、少しでも目に触
れる機会を増やすため全戸配布に加え、区内の事業所や店舗等に広報
紙やチラシを設置し、区民に広く情報発信することを目的とした「広報サ
ポーター」制度を立ち上げる。
また、区民が必要とする情報を把握するためアンケート結果の詳細な分
析を行ったうえ、様々な広報媒体を活用し情報発信する。

①：目標達成　　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
②：目標未達成　(ⅰ)取組は予定どおり実施　(ⅱ)取組を予定どおり実施しなかった
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 〇
○：有効
×：有効でないため見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

課題　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

・広報紙の作成及び全戸配布　毎月、・ＨＰ、フェイスブック、ツイッターによる情
報発信　　随時、・小学校を通じたイベント、区政情報等の発信　11回、・LINE
スタンプ制作及び販売、・動画による区政情報発信、・職員向けHP操作研修
1回

広報紙を全戸配布しており、区民アンケートでは「広報紙を手にとって読んで
いる」と回答した区民の割合は75.5％に達したが、「読んでいない」と回答する
区民（21.1％）へのアプローチについて検討する必要がある。また、「区の広報
で必要とする区政情報が入手できていない」と回答する区民の割合が24.1％で
あることから、区民ニーズに対応した取組みが必要である。

業績目標の達成状況

課題と改善策　　※左記に「②、③」、「×」がある場合は必須

―

①：目標達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
②：目標未達成(見込)　(ⅰ)取組は予定どおり進捗　(ⅱ)取組は予定どおり進捗していない
③：撤退基準未達成

戦略に対する取組の有効性 -
○：有効
×：有効でないため取組を見直す
―：中間アウトカム未設定(未測定)

自
己
評
価

取組実績

中
間
振
り
返
り

業績目標の達成状況
①

(ⅰ)

広報紙やHPなど区役所からの情報発信により区政への理
解や関心が高まったと感じる区民の割合　65.4％

②
(ⅰ)
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

・時間外の空調利用は控えると共に、適正な温度管理に努めた。
・こまめな消灯等を呼びかけるなど、庶務担当係長会をとおして周
知に努めた。
○29年度使用量384,374kwh　（28年度比4.4％増）

②

選挙当日が台風の予報で、期日前投票の投票率が高く、エレベータ利用
が多くあった。
上記は特殊な要因であることから、29年度の取組みを継続する。

①：目標達成　②目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み (ⅰ)
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

―
目標の達成見込み ①

①：達成見込み
②：達成できない見込み

取組項目２ 【環境に配慮した率先的な取組（光熱水量の削減）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　「大阪市地球温暖化対策実行計画」に沿って、日
常的なエネルギー等の使用量抑制に取り組む。

（取組の概要）
　・設備機器の日常的なきめ細やかな運転制御
　・職員の意識改革

（目標）
　31年度の電気使用量を27年度比で約4％の削減
をめざす。

（取組の内容）
　・空調機器の運転制御により、窓口業務閉庁
時間に庁舎内全館の一斉停止を行う。
　・空調、照明機器の使用にあたり、職員に対し
適正な利用を周知し、意識の向上に努める。

（目標）
29年度の電気使用量を、28年度比で約1％の削
減をめざす。

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

・エレベーター前の壁面に、新たに広告モニタ－を確保
○5,966千円の歳入を確保（28年度：5,194千円） ①

―

①：目標達成　②目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み (ⅰ)
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

―
目標の達成見込み ①

①：達成見込み
②：達成できない見込み

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１ 【歳入の確保（諸収入確保の推進）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
「大阪市広告事業行動指針」に基づき、媒体別の
取組を進めて広告主を獲得し、鶴見区全庁的に税
等の負担軽減に取り組む。

（取組の概要）
　・行政財産（区役所等）を活用した広告主の獲得
　・広告代理店制度を活用した広告主の獲得

（目標）
「市政改革プラン2.0」の取組期間中（28～31年度）
5,200千円の広告料等の確保をめざす。（27実績：
4,681千円）

（取組の内容）
庁舎内における壁面などの有効スペースを活用
し、広告主の募集を行う。

（目標）
29年度の行政財産目的外使用料及び広告料の
28年度実績額以上の確保をめざす。
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【様式３】

取組項目４ 【収納率向上・未収金対策の強化（国民健康保険料）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
国民健康保険事業の安定した運営と負担の公平
性確保のため、未収保険料の回収と未納額圧縮
及び現年度収納率向上を課題とする。

（取組の概要）
局予算による区長マネジメント「区独自の国民健
康保険料収納対策事業」の継続した取組みを実施
する。[国民健康保険料収納率向上ワーキング
チーム（区）]及び[滞納整理チーム（局）]とも協議
連携のうえ収納率向上に取り組む。

（目標）
当面、現年度分の収納率９２．０％をめざし重点的
に取り組む。また、滞納繰越分の解消についても
取組みを図っていく。

（取組の内容）
①保険料の口座振替を推奨する取組
　
②滞納初期段階での接触で未納額を累積させ
ない取組
・滞納データを活用した納付督励強化、滞納者と
接触し、所得や困窮状況を把握

③財産調査、差押処分を積極的に実施する取
組
・差押予告による自主納付、滞納処分の強化。
悪質、常習等の滞納者への来庁勧奨及び納付
督励

④国保資格の適正化による調定額の減算定を
図る取組
・他保険加入調査、不現住調査

（目標）
目標収納率　現年度分９２．０％以上、滞納繰越
分１９．５５％以上をめざす。

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

（当年度の取組実績）
①普通徴収者へ口座振替勧奨を随時実施
②納付約束不履行者へ文書督励実施
③催告書等164件、差押予告通知５２件、不現住調査１２件
（目標達成状況）
30年3月末時点の現年度分収納率98.04％であり、前年度収納率
現年分（最終）98.26％のため最終時点では、目標達成の見込み。
30年3月末時点の滞納繰越分収納率19.69％であり前年度収納率
19.43％のため目標達成。

①
―

①：目標達成　②目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み （ⅰ）
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

―
目標の達成見込み ①

①：達成見込み
②：達成できない見込み

取組項目３ 【未収金対策の強化（介護保険料の収納率の向上）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
介護保険事業の安定した運営と、負担の公平性
の確保のため、収納率の維持・向上に取り組む。

（取組の概要）
電話・文書による納付勧奨により、未収金を発生さ
せない取組みを進める。

（目標）
毎年、前年度収納率を上回る。

（取組の内容）
介護保険制度の情報提供を行うとともに、①保
険料の口座振替を勧奨する、②区独自に滞納
者をリストアップし、電話・文書による納付勧奨を
行う、③民間委託業者が行う早期・短期滞納者
への納付督励業務では対応できなかった中期
滞納者に対し、電話・文書による納付勧奨を行
い、未収金を発生させない取組みを進める。

（目標）
平成28年度収納率以上をめざす。
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

（当年度の取組実績）
①新規加入ケースに、窓口及び文書での口座振替勧奨を随時実
施
②納付約束不履行者へ文書督励704件
③催告書等4,501件、財産調査5,213件、差押予告484件
④他保険調査628件、不現住調査29件
（目標の達成状況）
30年3月末時点の現年度分収納率89.14％であり、前年度収納率
現年分（最終）91.50％のため、最終時点では目標達成の見込み。
30年3月末時点の滞納繰越分収納率19.66％であり目標達成。

①
―

①：目標達成　②目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み （ⅰ）
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

―
目標の達成見込み ①

①：達成見込み
②：達成できない見込み
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・5月～8月、防災をテーマとした「ツルラボ」開催：3回
・11月～2月、「鶴探～大人の社会見学～」開催：4回
・地域活動協議会の活動を紹介した転入者向けパンフレットの作
成・配布
・区広報紙による地域活動協議会の活動の紹介：随時

○身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割
合：50.2％

①
―

①：目標達成　②：目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

（趣旨・目的）
近所に住む人同士の日常生活の中で顔見知りになる機
会を設けていく。

（目標）
○　身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じてい
る区民の割合
【平成29年度】
・30％
【平成30年度】
・29年度実績値に比べて３％増
【平成31年度】
・29年度実績値に比べて５％増

（目標）
○　身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じてい
る区民の割合
【平成29年度】
・30％

（取組の概要）
・近所に住む人同士が集まり、福祉や防災といった身近
な課題に気付き日常から顔見知りになり、つながっている
ことの大切さを感じてもらえるよう、防災訓練などの機会
を捉えて啓発を行う。

・若い世代をはじめ多くの人に、つながりづくりの大切さと
興味を持ってもらえるよう、事例の共有や取組の情報発
信を行う。

・地縁による団体やグループへの加入を促進するため、
地域のつながりの基礎となる自治会・町内会などのつな
がりづくりのための活動（マンション内での活動を含む）を
支援する。

取組項目５ 【人と人とのつながりづくり（区政編 改革の柱１ Ⅰ-ア）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（取組の内容）
・身近な人同士のつながりづくりの重要性について、転入
者向けパンフレットの作成や区広報紙への掲載等により
啓発するとともに、鶴見区まちづくりセンターと連携して実
施する「ツルラボ」や「鶴探」などの取組みを通じて、つな
がりづくりの場の提供や情報発信を行う。

※ツルラボ・・・地域活動にまつわる事例を集めて整理・分
析を行い地域活動にいかしてもらう情報と機会の提供を
図る場。今年度は、各地域で行われている防災訓練の事
例共有や新しい防災訓練のプログラムを作るなど「防災」
をテーマに実施。
※鶴探・・・地域に立地している企業・事業所との連携の
糸口として事業所見学をするとともに参加者の交流促進
のため地域の会館等を利用してテーマに関するクイズや
事業所の活動紹介などを行っている。
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　子育てや高齢者への支援、地域の安全・安心の確保、ま
ちの美化、地域の魅力創出など、多様な分野における地域
活動について、担い手不足の解消を進めることで活動の活
性化をめざす。

（取組の概要）
①気軽に活動に参加できる機会の提供
　高齢者や子どもの居場所づくりなど、誰もが気軽に参加
できる場の情報など、活動のきっかけとなる情報を収集・発
信し、市民活動への参加を呼びかける。

（取組の内容）
①気軽に活動に参加できる機会の提供
　地域で行われる行事などの情報を収集し、区HPや広報
紙などによる情報発信を行う。

②ICTを活用したきっかけづくり
　地縁型団体への参加が少ない若い世代に向けて、活動
への参加を呼びかけるため、SNSなどのICTを活用した、地
域住民への情報発信や対話を進める取組みを進め、市民
同士または市民と行政がつながり、様々な地域課題を市民
協働で解決するきっかけづくりを行う。また、ICTを活用して
地域課題解決に取り組む「Code for OSAKA」による
CivicTech活動と、地域課題解決に取り組む市民や市民活
動団体との橋渡しを行うなど、地域活動への新たな担い手
の参画につなぐ。

②ICTを活用したきっかけづくり
　地域活動協議会の広報部員等を対象にＳＮＳ活用勉強
会の実施

取組項目６
【地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）（区政編 改革の柱１ Ⅱ-ア）】
　担い手不足の解消

（目標）
○地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合
　【平成29年度】
　・15％

　【平成30年度】
　・前年度以上（具体的な数値は、平成30年度運営方針で
設定

　【平成31年度】
　・前年度以上（具体的な数値は、平成30年度運営方針で
設定

（目標）
【２９年度】
○区ホームページや広報紙などによる情報発信：随時
○ICTを活用した市民との対話を促進する取組みが新た
に創出された件数：１件
○地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合：１
５％

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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（目標）
○　各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進めら
れていると感じている区民の割合
【平成29年度】
・40％

【平成30年度】
・前年度以上
（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

【平成31年度】
・前年度以上
（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

（目標）
　【平成29年度】
○地域活動協議会補助金の趣旨について、地域活動協
議会の会議の場などで説明を行った回数：１２地域（随
時）
○各団体に対して、活動が形骸化することのないよう活動
目的を改めて確認するきっかけとなる機会を作った回数：
随時
○市民活動総合ポータルサイトへの各団体の登録件数：
１件
○各団体に対し、短時間や短期間だけ活動に参加できる
など、誰もが気軽に活動に参加できるための仕組みや工
夫に関する情報を提供する回数：随時
○　各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進め
られていると感じている区民の割合：４０％

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①気軽に活動に参加できる機会の提供
・地域で行われる行事などの情報を収集し、区HPや広報紙など
による情報発信を行った
②ICTを活用したきっかけづくり
・地域活動協議会の広報部員等を対象にSNS活用勉強会を実施

○区ホームページや広報紙などによる情報発信：随時
○ICTを活用した市民との対話を促進する取組みが新たに創出さ
れた件数：0件
○地縁型団体が行っている活動に参加している区民の割合：
29.5％

①
―

①：目標達成　②目標未達成

（趣旨・目的）
　子育てや高齢者への支援、地域の安全・安心の確保、ま
ちの美化、地域の魅力創出など、多様な分野における地域
活動について、それぞれの活動の範囲やステージに応じた
支援を行う。
　地域の方々が感じている「やらされ感」「負担感」を解消
し、問題意識や意欲をもって活動していただけるよう、委嘱
する活動内容を見直し地域の実態に即したものとしていくと
ともに、補助金を出すことによって具体的な活動内容まで
指定してお願いしているものではないことをしっかりと説明
し理解していただく。

③市民活動総合ポータルサイトの充実
　市民活動総合ポータルサイト周知のためのチラシ配布
や各種団体へ登録の働きかけを行う。

④活動への参加促進
　各団体の活動が持続的なものとなるよう、誰もが気軽に
参加（短時間や短期間だけ活動に参加）できるための仕組
みや工夫に関する情報を提供するなどの支援を行う。

④活動への参加促進
　地域活動協議会の会議等の場を通して、誰もが気軽に
参加できるための仕組みや工夫に関する情報の提供や
各地域のベストプラクティスを共有する場の提供を行う。

取組項目７
【地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）（区政編 改革の柱１ Ⅱ-ア）】
　負担感の解消及び活動の充実

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（取組の概要）
①補助金についての理解促進
　補助金を出すことによって具体的な活動内容まで指定し
ているものではないことについて、地域活動協議会の会議
の場などで説明を行うなど、地域活動協議会のメンバーの
理解促進を図る。

（取組の内容）
①補助金についての理解促進
　地域活動協議会の会議等の場を通して地域活動協議
会補助金の趣旨について説明を行う。

②活動の目的の再確認
各団体に対して、活動が形骸化することのないよう活動目
的を改めて確認する機会を作るなどの支援を行う。

②活動の目的の再確認
　運営委員会や部会の場などを活用し、活動目的を改め
て確認する機会を作る。

③市民活動総合ポータルサイトの充実
　身近な地域課題に取り組む団体などの運営に関する情
報を一元的に発信する「市民活動総合ポータルサイト」に、
各団体の登録及び積極的な活用を促す。
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自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①補助金についての理解促進
・地域活動協議会の会議等の場を通して地域活動協議会補助金
の趣旨について説明
②活動の目的の再確認
･運営委員会や部会の場などを活用し活動目的を改めて確認す
る機会の創出
③市民活動総合ポータルサイトの充実
・区HPに市民活動総合ポータルサイトの情報を掲載
④活動への参加促進
・5月～8月、防災をテーマに「ツルラボ」を開催：3回
・各地域のベストプラクティスの共有

○地域活動協議会補助金の趣旨について、地域活動協議会の
会議の場などで説明を行った回数：12地域
○各団体に対して、活動が形骸化することのないよう活動目的を
改めて確認するきっかけとなる機会の創出：随時
○市民活動総合ポータルサイトへの各団体の登録件数：0件
○各団体に対し、短時間や、短時間や短期間だけ活動に参加で
きるなど、誰もが気軽に活動に参加できるための仕組みや工夫
に関する情報を提供する回数：随時
○各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められてい
ると感じている区民の割合：56.6％

①
―

①：目標達成　②目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目８ 【地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体）（区政編 改革の柱１ Ⅱ-イ）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　活動圏域を限定せず、地域社会の課題に取り組むテー
マ型団体に対しては、「市民活動総合ポータルサイト」を
活用するなど「Ⅳ多様な市民活動への支援メニューの充
実」で整理する支援メニューの情報を適切に提供すること
で、活動の活性化の支援を充実させる。
　また、区とテーマ型団体との接点が増加するよう職員意
識の向上に取り組む。

（取組の概要）
①テーマ型団体への支援窓口の設置
　多様な活動主体間の交流の場への参画などにより、
テーマ型団体とのつながりをつくるとともに、「市民活動総
合ポータルサイト」の活用などにより、テーマ型団体も対
象とした支援情報の提供ができる窓口を設置する。

（取組の内容）
①テーマ型団体への支援窓口の設置
　区役所内にテーマ型団体も対象とした支援情報の提供
ができる窓口の設置

②　ICT利活用による市民協働のきっかけづくり
　・SNSなどのICTを活用した、地域住民への情報発信や
対話を進める取組みを進め、市民同士または市民と行政
がつながり、様々な地域課題を市民協働で解決するきっ
かけづくりを行う。また、ICTを活用して地域課題解決に取
り組む「Code for OSAKA」によるCivicTech活動と、地域
課題解決に取り組む市民や市民活動団体との橋渡しを
行うなど、地域活動への新たな担い手の参画につなぐ。

②ICTを活用したきっかけづくり
　地域活動協議会の広報部員等を対象にＳＮＳ活用勉強
会の実施

（目標）
○　各区の市民活動支援情報提供窓口への問合せ件数
【平成29年度】
・窓口の設置

【平成30年度】
・29年度の窓口への問合せ件数（平年度化したもの）の10％増

【平成31年度】
・30年度の窓口への問合せ件数の10％増

（目標）
【平成29年度】
○テーマ型団体への支援窓口を設置する
○ICTを活用した市民との対話を促進する取組みが新た
に創出された件数　：　1件

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①テーマ型団体への支援窓口の設置
・区役所内に支援情報の提供ができる窓口を設置
②ICTを活用したきっかけづくり
・地域活動協議会の広報部員等を対象にSNS活用勉強会を実施

○テーマ型団体への支援窓口を設置する：設置済
○ICTを活用した市民との対話を促進する取組みが新たに創出さ
れた件数：1件

①
―

①：目標達成　②：目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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①
―

(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目９
【地域活動協議会への支援（区政編 改革の柱１ Ⅲ-ア）】
　①　活動の活性化に向けた支援（地域実情に応じたきめ細やかな支援）

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　地域活動協議会に対し、地域ごとの特性や地域課題を
把握したうえで、地域実情に応じたきめ細やかな支援を
実施する。

（取組の概要）
地域実情に応じたきめ細やかな支援
　・統計データも活用して、地域ごとに、人口動態などの
地域特性や地域課題、地域活動協議会の活動状況や運
営上の課題などについて、客観化・明確化するための「地
域カルテ」の作成を支援し、各地域活動協議会との間で
認識共有する。
　・各地域活動協議会に対し、地域カルテに基づくきめ細
やかな支援を行うとともに、支援の内容について各地域
活動協議会の評価を受け、改善につなげる。

（取組の内容）
・地域カルテに記載された内容を地域活動協議会、区役
所、鶴見区まちづくりセンターの間で共有し、地域の実情
に応じたきめ細やかな支援を行うとともに、検証を行い、
次年度につなげる。

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

（目標）
○　地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した
支援を受けることができていると感じた割合
【平成29年度】
・80％

【平成30年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

【平成31年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

（目標）
○地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した
支援を受けることができていると感じた割合

【平成29年度】
・80％

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

①：目標達成　②：目標未達成

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・地域カルテの作成
・区役所、鶴見区まちづくりセンターと情報共有
・きめ細やかな支援の実施

○地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した支援を受
けることができていると感じた割合：81.3％

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
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（取組の内容）
・区役所１階の地域活動情報コーナーの充実やTＳ
URUMIC AWARDを開催し、各地域の広報力アップを目指
すなど地域活動協議会の認知度向上に向けた取組みを
行う。

・認知度向上に向け、区民アンケートを校区別に集計し、
認知度の高い地域の事例共有を行うなど各地域に対して
認知度向上に向けた効果的な支援を行う。

※TＳURUMIC AWARD・・・地域活動協議会の広報力及び
認知度向上を目的に実施

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・区役所１階の地域活動情報コーナーの充実
・TSURUMIC AWARD～広報紙デザイン賞～の開催：１回
・区民アンケートを校区別に集計し、認知度の高い地域の事例共
有を行った

○地域活動協議会を知っている区民の割合：25.5％

②

地域活動協議会の認知度の向上に向けた取組みが必要であるため、引き続き
ＴＳＵＲＵＭＩＣ　ＡＷＡＲＤを開催する。また、地域が行うイベントに出向き、地域
活動協議会の活動紹介等を行い周知に努める。

①：目標達成　②：目標未達成

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

（趣旨・目的）
　地域活動協議会が地域住民に知られるよう支援する。

（取組の概要）
地域活動協議会の認知度向上に向けた支援

・地域活動協議会の認知度が低い原因を分析したうえで
課題を抽出し、地域カルテに記録する。
・各地域の課題に応じ、学校との連携やICTなども活⽤し
ながら、認知度向上に向けた効果的な支援を⾏う。

取組項目１０
【地域活動協議会への支援（区政編 改革の柱１ Ⅲ-ア）】
　①　活動の活性化に向けた支援（地域活動協議会の認知度向上に向けた支援）

（目標）
○地域活動協議会を知っている区民の割合
【平成29年度】
・30％

【平成30年度】
・35％

【平成31年度】
・40％

（目標）
○地域活動協議会を知っている区民の割合
　　【平成29年度】
　　・30％
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（目標）
○地域を担当する職員のeラーニング受験率及び理解度
【平成29年度】
・受験率100％　かつ　理解度全員95点以上

○地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求
められている準行政的機能を認識している割合
【平成29年度】
・80％

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・地域を担当する職員全員が、eラーニングを受験：24名
・補助金説明会の場において、理解の促進を図るため、準行政的
機能の趣旨について説明を実施：12件

○地域を担当する職員のeラーニング受験率：100％、（理解度）95
点以上の割合：75.0％
○地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められて
いる準行政的機能を認識している割合：55.3％

②

地域を担当する職員のe‐ラーニング及び地域活動協議会の構成団体へのアン
ケートの結果、準行政的機能を認識している割合が低かったため、職員対象の
説明会や勉強会の実施、構成団体に対しては各種会議で理解促進を図るため
のチラシを作成し、周知する。

①：目標達成　②：目標未達成

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（目標）
○　地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に
求められている準行政的機能を認識している割合
【平成29年度】
・80％
　
【平成30年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

【平成31年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

取組項目１１
【地域活動協議会への支援（区政編 改革の柱１ Ⅲ-ア）】
　①　活動の活性化に向けた支援（準行政的機能の趣旨についての理解度向上）

（趣旨・目的）
　地域活動協議会に対して「準行政的機能」が求められる
ことについて、地域住民の理解が深まるよう働きかける。

（取組の概要）
　地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨につ
いての理解度向上

・地域活動協議会に期待する準行政的機能について、地
域を担当する職員全員を対象にeラーニングの実施など
により改めて職員の理解を促進するとともに、地域活動
協議会の役員や構成団体の⽅をはじめ地域住⺠の理解
が深まるよう引き続き機会あるごとに積極的に発信する。

（取組の内容）
・地域を担当する職員全員が、eラーニングを受験する。
・補助金説明会等の場を活用し準行政的機能の理解促
進を図る。
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【様式３】

③総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の
確認など
・運営委員会において定期的な確認および助言、指導を
行う。

（目標）
○総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合
【平成29年度】
・各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定

【平成30年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

【平成31年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

（目標）
○地域を担当する職員のeラーニング受験率及び理解度
【平成29年度】
・受験率100％　かつ　理解度全員95点以上

○地域活動協議会を知っている区民の割合
【平成29年度】
・30％

○総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合
【平成29年度】
・各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定する

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

①：達成見込み
②：達成できない見込み目標の達成見込み

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

（趣旨・目的）
　地域活動協議会が総意形成機能を期待されていること
について、構成団体はもとより、地域住民の理解が深まる
よう働きかける。
　総意形成機能を発揮するために地域活動協議会が備
えておくべき要件が、継続して満たされているかどうかに
ついて、定期的に確認する。

（取組の概要）
①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援
・地域活動協議会の認知度が低い原因を分析したうえで
課題を抽出し、地域カルテに記録する
・各地域の課題に応じ、学校との連携やICTなども活用し
ながら、認知度向上に向けた効果的な支援を行う

（取組の内容）
①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援
・区役所１階の地域活動情報コーナーの充実や
TSURUMIC AWARDを開催し、各地域の広報力アップを目
指すなど地域活動協議会の認知度向上に向けた取組み
を行う。

・認知度向上に向け、区民アンケートを校区別に集計し、
認知度の高い地域の事例共有を行うなど各地域に対して
認知度向上に向けた効果的な支援を行う。

※TSURUMIC AWARD・・・地域活動協議会の広報力及び
認知度向上を目的に実施

取組項目１２
【地域活動協議会への支援（区政編 改革の柱１ Ⅲ-ア）】
　②　総意形成機能の充実

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

②地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨につ
いての理解度向上
・地域活動協議会が総意形成機能を期待されていること
や、そのために必要な要件について、地域を担当する職
員全員を対象にeラーニングの実施などにより改めて職員
の理解を促進するとともに、役員や構成団体はもとより地
域住民の方の理解が深まるよう機会あるごとに積極的に
発信する

②地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨につ
いての理解度向上
・補助金説明会等の場を活用し総意形成機能の理解促
進を図る。

③総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の
確認など
・大阪市として、地域の総意を求める際には、地域活動協
議会に積極的に求めていく必要があるため、地域活動協
議会において、総意形成機能を発揮するために備えてお
くべき要件を満たしているか、行政として定期的に確認す
るとともに、必要に応じて、各地域活動協議会への支援
や関係規定の整備などを行う。
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援
・区役所１階の地域活動情報コーナーの充実
・TSURUMIC AWARD～広報紙デザイン賞～の開催：１回
・区民アンケートを校区別に集計し、認知度の高い地域の事例共
有を行った
②地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨についての理
解度向上
・理解の促進を図るため、総意形成機能の趣旨の説明を実施：1
回（補助金説明会の場）
③総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の確認など
・運営委員会において定期的な確認及び助言、指導を行った

○地域を担当する職員のeラーニング受験率：100％、（理解度）95
点以上の割合：79.2％
○地域活動協議会を知っている区民の割合：25.5％
○各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員の選
定：選定済

②

地域を担当する職員のe‐ラーニング及び地域活動協議会の構成団体へのアン
ケートの結果、総意形成機能を認識している割合が低かったため、職員対象の
説明会や勉強会の実施、構成団体に対しては各種会議で理解促進を図るため
のチラシを作成し、周知する。

①：目標達成　②：目標未達成
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【様式３】

②地縁型団体への情報提供など
・地縁型団体については、団体の課題やニーズを把握し、
他の活動主体との連携協働のメリットが実感されるよう事
例の情報提供を行うとともに、適切な支援メニューを選
択・提供するなど、新たな連携が創出されるよう支援を行
う。

②地縁型団体への情報提供など
・「鶴探」などを通じて地縁型団体への事例の情報提供お
よび連携創出への支援を行う。

（目標）
○新たに地域活動協議会とNPO及び企業等とが連携した
取組を行った件数
【平成29年度】
・5件

（目標）
○新たに地域活動協議会とNPO及び企業等とが連携した
取組を行った件数
【平成29年度】
・5件

【平成30年度】
・5件

【平成31年度】
・5件

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１３ 【多様な主体のネットワーク拡充への支援（区政編 改革の柱１ Ⅲ-イ）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　市民活動団体、企業等、行政といった多様な活動主体
間の連携協働の促進に向けて、各地域の実情に応じた
支援を行う。
　特に、地縁型団体に対しては、他の活動主体との連携
協働のメリットが実感されるよう事例の情報提供を積極的
に行う。

（取組の概要）
①交流やコーディネートの場づくりなど
・多様な活動主体間の連携協働に向けた交流やコーディ
ネートの場を、より課題に近いエリアである各地域におい
て提供する。

（取組の内容）
①交流やコーディネートの場づくりなど
・鶴見区まちづくりセンターと連携して実施する「鶴探」な
どの取組みを通じて交流やコーディネートの場の提供を
行う。

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①交流やコーディネートの場づくりなど
・11月～2月、「鶴探～大人の社会見学～」の開催：4回
・3月「つるばた会議」の開催：1回
②地縁型団体への情報提供など
・11月～2月、「鶴探～大人の社会見学～」の開催：4回

○新たに地域活動協議会とNPO及び企業等とが連携した取組を
行った件数：8件

①
―

①：目標達成　②：目標未達成

40



【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・まちづくりセンター評価基準を参考に支援内容を適宜見直し、各
地域の実状に合わせた支援を行った

○まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足してい
る割合：80.3％

①
―

①：目標達成　②：目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　地域コミュニティの活性化から多様な協働（マルチパート
ナーシップ）の推進に対する支援にあたっては、その課題
に応じて、まちづくりセンター等や派遣型地域公共人材な
どが適切に活用されるよう、活用方策をわかりやすく取り
まとめ、活用を促進する。

（取組の概要）
　　まちづくりセンター等による支援内容の見直し
　・地域活動協議会の立上げを重点的に進めるために
行ってきたまちづくりセンター等による支援について、地
域活動協議会の自立運営に向けた支援へと転換していく
ため、支援内容の見直しを行い、地域の実情に即した支
援を行う。

（取組の内容）
・まちづくりセンター評価基準を参考に支援内容を適宜見
直しを行い、各地域の実情に合わせた支援を行う。

（目標）
○まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満
足している割合
【平成29年度】
・75％

【平成30年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

【平成31年度】
・前年度以上（具体的な数値は平成30年度運営方針で設定）

（目標）
○まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満
足している割合
【平成29年度】
　　・75％

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１４
【多様な市民活動への支援メニューの充実（区政編 改革の柱１ Ⅳ-イ）】
　地域の実態に応じたきめ細やかな支援（まちづくりセンター等による支援）
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【様式３】

取組項目１５
【多様な市民活動への支援メニューの充実（区政編 改革の柱１ Ⅳ-イ）】
　地域の実態に応じたきめ細やかな支援（派遣型地域公共人材による支援）

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・地域活動協議会の運営委員会や部会等において地域公共人材
の周知及び検討

○派遣型の地域公共人材が活用された件数：0件
②

派遣型地域公共人材の認知度が低いため、具体的な事例を紹介するなど周知
を徹底する。

①：目標達成　②：目標未達成

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

（趣旨・目的）
　地域コミュニティの活性化から多様な協働（マルチパート
ナーシップ）の推進に対する支援にあたっては、その課題
に応じて、まちづくりセンター等や派遣型地域公共人材な
どが適切に活用されるよう、活用方策をわかりやすく取り
まとめ、活用を促進する。（再掲）

（取組の概要）
派遣型地域公共人材の活用促進
・幅広い市民活動団体を対象として構築してきた派遣型
地域公共人材機能について、ホームページやSNSを活用
した情報発信を行い、積極的な活用を促す。

（取組の内容）
・派遣型地域公共人材の周知及び活用の促進

（目標）
○派遣型の地域公共人材が活用された件数
【平成29年度】
・1件

【平成30年度】
・1件

【平成31年度】
・1件

（目標）
○派遣型の地域公共人材が活用された件数
【平成29年度】
・1件
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１６
【市民活動の持続的な実施に向けた
　　CB/SB化、社会的ビジネス化の支援（区政編 改革の柱１ Ⅳ-ウ）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　区役所職員がまちづくりセンター等の職員と連携して、
持続的な活動のための財源確保の手法としてのCB/SB
化、社会的ビジネス化を的確に支援する

（取組の概要）
　　CB/SB化、社会的ビジネス化の支援
　・CB/SB化、社会的ビジネス化の支援を進める

（取組の内容）
・ＣＢ／ＳＢ化等に向けた取組みを検討し、地域活動協議
会に説明、実現に向け支援

（目標）
○区が関与したCB/SB起業件数及び、社会的ビジネス化
事業創出件数
【平成29年度】
・１件

【平成30年度】
・２件

【平成31年度】
・３件

　　平成29年度～平成31年度の3年間で6件

（目標）
○区が関与したCB/SB起業件数及び、社会的ビジネス化
事業創出件数
【平成29年度】
・１件

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・CB/SB化等に向けた取組みを検討し、地域活動協議会に説明、
実現に向け支援した

○区が関与したCB/SB起業件数及び、社会的ビジネス化事業創
出件数：0件

②

コミュニティ回収以外の事業についても提案する必要がある。また、CB/SB化、
社会的ビジネス化について、地域に対しメリット等の説明を行うなど理解を深め
てもらう必要があるため、他区や他都市の事例収集を行うとともに地域活動協
議会に対して説明会等を実施する。

①：目標達成　②：目標未達成

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１７
【「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（区政編 改革の柱２ Ⅰ-イ）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　職員や校長が分権型教育行政の制度や趣旨に基づい
て業務を進めることで、「ニア・イズ・ベター」に基づく分権
型教育行政の効果的な推進を図り、学校や地域における
教育の活性化につなげる。

（取組の概要）
・分権型教育行政の効果的な推進に向けて、分権型教育
行政の理解
　促進に向けた取組等、具体的な取組を進める。

（取組の内容）
・分権型教育行政の理解促進に向けて、
①教育委員会事務局兼務の区職員対象の研修、
②区教育行政連絡会で小・中学校長向けの研修、に取り
組む。

・学校協議会の運営の補佐・学校との情報共有及び連携
した取組みの実施・学校の状況に応じたサポート

（目標）
○分権型教育行政の制度、趣旨の理解に基づいて業務
を進めている
教育委員会事務局兼務の区職員、区内小・中学校長の
割合
【平成29年度】
・教育委員会事務局兼務の区職員　50％
・区内小・中学校長　50％

○自校において、学校の実情に応じた教育が行われ教育
内容がより充実したと感じる区内小・中学校長の割合
○ 委員を務める学校において、学校の実情に応じた教育
が行われ教育内容がより充実したと感じる区内小・中学
校の学校協議会委員の割合
○  区内において、学校、地域の実情に応じた教育が行
われたと感じる「保護者・区民等の参画のための会議」の
委員の割合
【平成30年度】
・30％

【平成31年度】
・40％

（目標）
○分権型教育行政の制度、趣旨の理解に基づいて業務
を進めている
 教育委員会事務局兼務の区職員、区内小・中学校長の
割合
【平成29年度】
・教育委員会事務局兼務の区職員　50％
・区内小・中学校長　50％

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・教育委員会事務局兼務の区職員対象の研修実施
・区教育行政連絡会で小・中学校長向けの研修に取り組んだ
・学校協議会の運営の補佐・学校との情報共有及び連携した取組
みの実施・学校の状況に応じたサポートの実施

○分権型教育行政の制度、趣旨の理解に基づいて業務を進めて
いる教育委員会事務局兼務の区職員、区内小・中学校長の割合
　教育委員会事務局兼務の区職員：100％
　区内小・中学校長：100％

①
―

①：目標達成　②：目標未達成
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１８ 【区における住民主体の自治の実現（区政編 改革の柱２ Ⅲ-ア）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（戦略）
　区政運営への区民の参画をより一層推進するため、区
政会議において区民の意見やニーズを的確に把握すると
ともに、出された意見への対応について説明責任を十分
に果たすことができるよう、より効果的な会議運営に向け
たＰＤＣＡを実施する。

（取組の概要）
①区政会議の運営についての効果的なＰＤＣＡの実施
・施策・事業の企画段階や事後だけではなく執行段階にお
いても区政会議の委員の意見を聴取して必要に応じて反
映するなど、区政会議の委員とより活発な意見交換を行
う。
・区政運営について、区役所の自己評価に対する意見に
加え、委員の評価を直接受ける。
・区政会議の委員が区政運営に参画しているという実感
がより得られるよう、区政会議において委員から出された
意見などについて、区政への反映状況や反映できなかっ
た場合の理由を区政会議の場で明らかにする。

②区政会議と地域活動協議会との連携
　区政会議と地域の総意形成機能を担う地域活動協議会
との連携を促進するため、各地域活動協議会からの区政
会議の委員の選定に向けて取り組む。

（目標）
①-1 区政会議において、各委員からの意見や要望、評価
について、十分に区役所や委員との間で意見交換が行わ
れていると感じている区政会議の委員の割合
【29年度】　60％
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定

①-2　区政会議において、各委員からの意見や要望、評
価について、適切なフィードバックが行われたと感じる区政
会議の委員の割合
【29年度】　60％
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定

②地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員
を選定する。

（取組の内容）

①区政会議の運営についての効果的なＰＤＣＡの実施
【区政会議委員とのより活発な意見交換】
　より活発な意見交換に向け区政会議運営上の課題把握
のためのアンケートを区政会議委員に対して実施する。
　アンケート結果に基づき会議運営の改善を図るととも
に、いただいた意見についての対応状況を区政会議にお
いて示す。

【区政会議での委員の意見の反映状況のフィードバック】
　区政会議における意見への対応状況（予算への反映状
況を含む）について、区政会議において説明する。

②区政会議と地域活動協議会との連携
　地域活動協議会から推薦を受けた区政会議の委員を選
定する。

（目標）
①-1 区政会議において、各委員からの意見や要望、評価
について、十分に区役所や委員との間で意見交換が行わ
れていると感じている区政会議の委員の割合
【29年度】60％

①-2　区政会議において、各委員からの意見や要望、評
価について、適切なフィードバックが行われたと感じる区政
会議の委員の割合
【29年度】60％

②地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員
を選定する。

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①区政会議の運営についての効果的なPDCAの実施
・区政会議運営上の課題把握のためのアンケートを区政会議委員
に対して実施し、アンケート結果に基づき会議運営の改善を図ると
ともに、いただいた意見についての対応状況を区政会議において
示した。
・区政会議における意見への反応状況（予算への反映状況を含
む）について、区政会議で説明
②区政会議と地域活動協議会との連携
・地域活動協議会から推薦を受けた区政会議の委員を選定した

○区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、
十分に区役所や委員との間で意見交換が行われていると感じて
いる区政会議の委員の割合：100％
○区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、
適切なフィードバックが行われたと感じる区政会議の委員の割合：
88.9％
○地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定す
る：選定済

①
―

①：目標達成　②目標未達成
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目１９ 【多様な区民の意見やニーズの的確な把握（区政編 改革の柱２ Ⅲ-イ）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（戦略）
　区民の意見やニーズの把握手法について、これまでの
取組や他都市の事例を参考に様々な工夫を凝らしていく。

（取組の概要）
意見やニーズの把握手法の多角化
　これまで区において実施してきた様々な取組を継続する
とともに、他区・他都市の事例を参考に、効果的な取組で
あると区長会議において判断され、ベストプラクティスとし
て、24区で共有された内容について、当区においての実施
検討し、ニーズ把握の手法の多角化につなげる。

（目標）
区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把
握していると感じる区民の割合
【29年度】　35％　（28年度　32.4％）
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定

（取組の内容）
市民の声、意見箱、窓口相談、電話などを通じて寄せられ
た区民の意見・提案に対して、区総体として迅速かつ丁寧
に対応し、その対応状況を逐次ＨＰで公表する。

（目標）
区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把
握していると感じる区民の割合
【29年度】　35％

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
・区民アンケートの実施：4回
・転入者リサーチアンケートの実施：2回
・各課への意見箱設置
・区長と区民との意見交換会：1回
・区政会議（部会：10回、全体会：4回）

○区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把握して
いると感じる区民の割合：44.8％

①

①：目標達成　②目標未達成
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目２０ 【さらなる区民サービスの向上（区政編 改革の柱２ Ⅳ-ア）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（趣旨・目的）
　区民の抱える様々な課題に対応する区役所の総合行
政の窓口としての機能を充実するとともに、来庁者などの
ニーズを踏まえ、窓口サービス、区政情報の発信機能の
より一層の向上を図る。

（取組の概要）
①区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実
　区民が抱える様々な課題に対して、その内容に応じて
関係局と連携して、責任を持って対応するなど、インター
フェイス機能を充実させるとともに、政策課題を解決する
ために区役所が中心となって関係局と連携する総合拠点
機能を充実させる。

②庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上
　区民が快適で利用しやすい区役所となるよう、引き続
き、庁舎案内や窓口での応対の向上を図るとともに、来
庁者の声を適切に把握し改善につなげる。

③区政情報の発信
　区政に関する情報が区民全体に届けられるようきめ細
やかな情報発信を行う。

（目標）
①区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対
応したと思う区民の割合
【29年度】 75％
　※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定

②「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」に
おいて、☆☆（民間の窓口サービスの平均的なレベルを
上回るレベル）以上を獲得する。

③区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情
報が、区役所から届いていると感じる区民の割合
【29 年度】 30％
※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定

（取組の内容）
①区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実
　・各種専門相談の実施
　・区役所版FAQの更新（随時）
　・メール等を活用した各事業所との情報共有

②庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上
　・課長代理級を中心とした業務改善ＰＴの取り組みや外
部講師を招いての状況調査・実地調査から浮かび上がっ
てくる問題点に対する対応方法を検証・検討し、取り組む
ことにより、窓口サービス等の向上を図る。

③区政情報の発信
　・広報紙の作成及び全戸配布
　・SNSを活用した情報発信
　・小学生向け広報紙によるイベント、区政情報の発信
　・職員向けSNS研修の実施

　効果的な取組であると区長会議において判断された内
容を検討し、可能なものを実施する。

（目標）
①区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対
応したと思う区民の割合
　【29年度】 75％

②「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」に
おいて、☆☆（民間の窓口サービスの平均的なレベルを
上回るレベル）以上を獲得する。

③区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情
報が、区役所から届いていると感じる区民の割合
29 年度 30％

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実
・各種専門相談の実施：毎月
・区役所版FAQの更新：2回
・各事業所との情報共有
②庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上
・課長代理級を中心とした業務改善PTの取り組みや外部講師を
招いての状況調査・実地調査から浮かび上がってくる問題点に対
する対応方法を検証・検討した
③区政情報の発信
・広報紙の作成及び全戸配布：毎月
・SNSを活用した情報発信：随時
・小学生向け広報紙によるイベント、区政情報の発信：毎月（8月を
除く）
・職員向けＨＰ・SNS研修の実施：1回
・小型デジタルサイネージによる重点施策等の情報発信
・無料アプリ「マチイロ」による広報紙の情報発信

○区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと
思う区民の割合：75.3％
○「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」において、
☆☆（民間の窓口サービスの平均的なレベルを上回るレベル）以
上を獲得する：☆（星１つ）
○区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区
役所から届いていると感じる区民の割合：50.4％

②

実地調査で顕在化した問題点に対する取組みを行ったが、評価結果では、他区
に比べ低い項目があり重点的に改善を行う必要があるため、課長代理級を中心
とした業務改善PTの取組や、状況調査・実地調査から浮かび上がってくる問題
点に対する対応方法を検証・検討し、他都市・他区の取組み好事例を導入する
ことにより、窓口サービス等の向上を図る。

①：目標達成　②目標未達成
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【様式３】

「市政改革プラン2.0」に基づく取組等

取組項目２１ 【効率的な区行政の運営の推進（区政編 改革の柱２ Ⅳ-イ）】

計
画

取組の方針・目標内容 当年度の取組内容

（戦略）
　不適切な事務処理の発生を防ぎ、24 区における事務レ
ベルの底上げを図るため、区役所事務について、計画的
に標準化・ＢＰＲに取り組む。

（取組の概要）
①区役所事務についての標準化・ＢＰＲの計画的推進
　共通の区役所事務のうち区民への影響が大きいものか
ら標準化に取り組む。標準化の検討にあたっては業務プ
ロセスを抜本的に見直すＢＰＲの視点で取り組む。

②各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促
進（※「市政改革プラン2.0－新たな価値を生み出す改革
－」Ｐ68 の再掲）
　各区の自主性・自律性の向上に向けたノウハウや成功
事例などの情報を共有。

（目標）
①不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）
　29年度 28年度件数（8件）から10％減（7件）
　※30・31年度の目標は、29年度の結果を踏まえて設定

②日頃からPDCAサイクルを意識して業務に取り組んでい
る職員の割合（※「市政改革プラン2.0－新たな価値を生み
出す改革－」Ｐ68の再掲）
　29年度 77％
　31年度 83％

（取組の内容）
①区役所事務についての標準化・ＢＰＲの計画的推進
契約事務についての標準化を図る。

【重要ポイントの共有化】
・契約事務を進める中で重要となってくるポイントについて
まとめた「Ｑ＆Ａ」を作成
【仕様書の統一および共有化】
・「仕様書のひな形」を作成

②各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促
進
・事業、イベントが終了するごとに時機を失することなく振
り返りを実施（反省点、改善点をとりまとめ、次年度の事業
実施の継続・撤退を判断）
・事業ごとに進捗管理表を作成し、予算執行を含めた計画
的な事業執行を確保
・所属長からの指示事項について、進捗管理表を作成し
随時意見交換を行い進捗状況を把握

効果的な取組であると区長会議において判断された内容
を検討し、可能なものを実施する。

（目標）
①不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）
29年度 28年度件数（8件）から10％減（7件）

②日頃からPDCAサイクルを意識して業務に取り組んでい
る職員の割合
29年度 77％

中
間
振
り
返
り

取組内容の実施見込み
(ⅰ)実施見込み
(ⅱ)実施できない見込み

課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須

目標の達成見込み
①：達成見込み
②：達成できない見込み
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【様式３】

自
己
評
価

当年度の取組実績及び目標の達成状況 課題と改善策　　※左記が「②」の場合は必須
①区役所事務についての標準化・BPRの計画的推進契約事務に
ついての標準化を図った
・契約事務のポイントをまとめた「Q&A」を作成
・「仕様書のひな形」を作成
②各区による自主的・自律的なPDCAサイクル徹底の促進
・イベント終了時の振り返り（反省点、改善点を取りまとめ、次年度
の事業実施の継続・徹底を判断）：随時
・事業ごとの進捗管理表を作成し、予算執行を含めた計画的な事
業執行を確保
・所属長からの指示事項につて、進捗管理表を作成し随時意見交
換を行い進捗管理を把握した

○不適切な事務処理案件の件数（公表ベース）：7件
○日頃からPDCAサイクルを意識して業務に取り組んでいる職員
の割合：87％

①
―

①：目標達成　②目標未達成
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